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中国における地方行政階層と財政負担をめぐる諸問題

中
国
に
お
け
る
地
方
行
政
階
層
と
財
政
負
担
を
め
ぐ
る
諸
問
題�

―
―
「
分
省
論
」
か
ら
中
央
資
金
基
層
直
達
メ
カ
ニ
ズ
ム
に
至
る
議
論
お
よ
び
施
策
を
中
心
と
し
て
―
―

磯　
　

部　
　
　
　

靖

一　

問
題
の
所
在

　

中
国
の
行
政
階
層
は
中
央
以
下
、
省
級
―
地
級
―
県
級
―
郷
級
と
い
う
よ
う
に
世
界
的
に
も
稀
な
五
層
構
造
と
な
っ
て
い
る
。
こ

の
よ
う
な
行
政
階
層
の
多
さ
に
起
因
す
る
主
た
る
問
題
と
し
て
は
、
行
政
効
率
の
低
さ
や
財
政
負
担
の
偏
在
を
指
摘
で
き
よ
う
。
例

え
ば
、
近
年
で
は
県
級
以
下
で
財
政
逼
迫
が
深
刻
化
し
た
こ
と
に
よ
り
、
不
当
な
費
用
徴
収
や
土
地
収
用
、
不
動
産
バ
ブ
ル
そ
し
て

地
方
債
務
な
ど
の
問
題
が
起
こ
っ
て
き
た
こ
と
に
注
目
が
集
ま
っ
て
い
る
。

一　

問
題
の
所
在

二　

省
級
行
政
区
を
め
ぐ
る
議
論
と
代
替
措
置

三　

業
務
分
担
・
支
出
責
任
改
革

四　

中
央
資
金
基
層
直
達
メ
カ
ニ
ズ
ム

五　

結　

語
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さ
て
、
行
政
階
層
の
多
さ
に
起
因
す
る
問
題
を
解
決
す
る
た
め
の
施
策
は
、
す
で
に
清
朝
末
期
か
ら
議
論
さ
れ
て
お
り
、
中
華
民

国
期
に
入
る
と
、
現
行
の
省
級
行
政
区
を
分
割
す
る
と
と
も
に
、
地
方
内
の
行
政
階
層
を
減
ら
す
こ
と
を
目
指
す
「
分
省
論
」
を
め

ぐ
っ
て
盛
ん
に
論
争
が
展
開
さ
れ
た（

（
（

。
当
時
は
「
分
省
論
」
以
外
に
も
、
省
自
体
の
廃
止
を
目
論
む
「
廃
省
論
」
や
、
省
の
境
界
を

微
調
整
す
る
こ
と
を
主
張
す
る
「
省
界
調
整
論
」
も
存
在
し
て
い
た
が
、
朝
野
を
挙
げ
て
主
に
議
論
さ
れ
た
の
は
「
分
省
論
」
で

あ
っ
た
。「
分
省
論
」
と
は
、
省
の
領
域
が
広
す
ぎ
て
管
轄
下
の
県
が
膨
大
な
数
に
の
ぼ
る
こ
と
か
ら
、
省
と
県
と
の
間
に
中
間
的

な
組
織
を
設
け
ざ
る
を
得
ず
、
そ
の
こ
と
で
行
政
効
率
が
下
が
り
財
政
負
担
が
増
え
る
問
題
を
解
決
す
る
た
め
に
、
省
を
分
割
し
て

管
轄
領
域
を
縮
小
す
る
こ
と
で
、
政
策
執
行
の
円
滑
化
を
目
指
す
も
の
と
総
括
で
き
よ
う
。
ま
た
以
上
の
よ
う
な
行
政
面
で
の
要
請

ば
か
り
で
な
く
政
治
面
か
ら
も
、
当
時
、
領
域
が
広
く
軍
閥
割
拠
の
要
因
に
も
な
っ
て
い
た
省
級
行
政
区
を
分
割
す
る
こ
と
は
、
中

央
政
府
に
よ
る
統
治
を
強
め
る
上
で
も
有
用
で
あ
る
と
考
え
ら
れ
て
い
た
こ
と
か
ら
、
蔣
介
石
を
は
じ
め
と
す
る
中
央
の
指
導
者
た

ち
も
、「
分
省
論
」
に
基
づ
く
省
級
行
政
区
の
分
割
実
現
に
向
け
て
積
極
的
に
動
い
て
い
た
。
こ
う
し
た
一
連
の
動
き
は
、「
省
区
縮

小
運
動
」
と
も
称
さ
れ
る（

（
（

。

　

一
方
、
近
年
試
み
ら
れ
て
い
る
中
央
・
地
方
間
あ
る
い
は
地
方
各
級
政
府
間
で
の
業
務
分
担
・
支
出
責
任
改
革
は
も
と
よ
り
中
央

資
金
基
層
直
達
も
、
行
政
階
層
の
多
さ
に
起
因
す
る
問
題
と
関
連
し
て
い
る
と
考
え
ら
れ
る
。
そ
こ
で
本
稿
で
は
、「
分
省
論
」
か

ら
業
務
分
担
・
支
出
責
任
改
革
や
中
央
資
金
基
層
直
達
の
試
み
に
至
る
議
論
と
施
策
を
考
察
す
る
こ
と
を
通
じ
て
、
現
代
中
国
の
中

央
・
地
方
関
係
が
抱
え
る
問
題
の
一
側
面
を
明
ら
か
に
し
た
い
。
具
体
的
に
は
、
ま
ず
省
級
行
政
区
を
め
ぐ
っ
て
展
開
さ
れ
て
き
た

「
分
省
論
」
を
は
じ
め
と
す
る
議
論
を
取
り
上
げ
、
そ
れ
を
踏
ま
え
て
近
年
試
み
ら
れ
て
い
る
業
務
分
担
・
支
出
責
任
改
革
や
中
央

資
金
基
層
直
達
の
実
態
を
分
析
し
て
い
く
こ
と
と
す
る
。
な
お
、
次
節
以
降
、
表
が
多
用
さ
れ
る
た
め
、
節
番
号
に
合
わ
せ
て
表
番

号
を
表
記
し
て
い
く
。
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二　

省
級
行
政
区
を
め
ぐ
る
議
論
と
代
替
措
置

　

以
下
で
は
、
省
級
行
政
区
を
め
ぐ
っ
て
中
華
民
国
期
か
ら
展
開
さ
れ

て
い
る
「
分
省
論
」
や
そ
の
代
替
措
置
と
し
て
近
年
取
り
組
ま
れ
て
い

る
「
省
直
管
県
」
な
ど
の
施
策
に
つ
い
て
考
察
し
た
い
。

一　

中
華
民
国
期
の
「
分
省
論
」
と
「
省
区
縮
小
運
動
」

　

中
国
で
は
辛
亥
革
命
を
経
て
一
九
一
二
年
に
中
華
民
国
が
成
立
し
た

も
の
の
、
中
央
政
府
の
力
は
限
定
的
で
、
地
方
を
い
か
に
統
制
し
て
い

く
か
と
い
う
課
題
を
抱
え
て
い
た（

（
（

。
そ
こ
で
、
統
治
の
要
で
あ
る
中
央

と
地
方
（
省
）
の
関
係
を
め
ぐ
る
模
索
の
一
環
と
し
て
、「
分
省
論
」

を
は
じ
め
と
す
る
様
々
な
議
論
が
展
開
さ
れ
た
。
主
だ
っ
た
も
の
を
挙

げ
る
だ
け
で
も
省
級
行
政
区
を
め
ぐ
る
議
論
は
、
中
華
民
国
成
立
以
降
、

日
中
戦
争
や
国
共
内
戦
の
最
中
に
お
い
て
も
中
断
す
る
こ
と
な
く
、
表

2
―
1
に
示
し
た
よ
う
に
、
国
民
政
府
が
内
戦
に
敗
れ
中
国
大
陸
を
追

わ
れ
て
台
湾
に
拠
点
を
移
す
こ
と
を
余
儀
な
く
さ
れ
る
ま
で
続
け
ら
れ

て
い
た（

（
（

。

　

こ
の
よ
う
に
省
級
行
政
区
に
関
し
て
は
様
々
な
議
論
が
展
開
さ
れ
て

い
た
わ
け
で
あ
る
が
、
国
民
政
府
内
務
部
方
域
司
司
長
を
務
め
て
い
た

1913 年：康有為「廃省論」

1922 年：陳慶麟「析省廃道之研究」

1928 年：宋淵源「縮小省区論」

1931 年：伍朝枢「縮小省区提案理由書」

1931 年：楊棟林「縮小省区問題」

1937 年：張富康「省行政制度改革之趨勢」

1944 年：呉伝鈞「論縮改省区」

1945 年：胡煥庸「縮小省区草案」

1947 年：洪紱「重劃省区方案趨議」

1948 年：傅角今「重劃中国省区論」

表 2―1　省級行政区に関する中華民国期の主だった議論

出典：�張文範主編『中国省制』（北京：中国大百科全書出版社、
1995 年）をもとに筆者作成。
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傅
角
今
は
、
そ
れ
ら
の
主
張
を
以
下
の
よ
う
に
三
派
に
分
け
て
論
じ
た（

（
（

。

①
省
そ
の
も
の
を
廃
止
し
、
道
に
置
き
換
え
る
こ
と
を
主
張
し
た
「
廃
省
存
道
派
」（
康
有
為
、
章
太
炎
ら
）

②
実
効
性
を
考
慮
に
入
れ
な
が
ら
、
現
行
の
省
を
分
割
す
る
こ
と
を
目
指
し
た
「
分
省
派
」（
胡
煥
庸
、
張
其
昀
ら
）

③
省
の
領
域
を
縮
小
す
る
こ
と
よ
り
も
、
省
の
境
界
を
引
き
直
す
こ
と
に
重
き
を
置
い
た
「
調
整
派
」（
黄
国
璋
、
洪
紱
ら
）

　

ま
た
、「
分
省
論
」
を
主
張
す
る
張
富
康
は
、
省
を
分
割
す
る
必
要
性
と
利
点
を
以
下
の
よ
う
に
総
括
し
た（

（
（

。

・
省
の
領
域
が
大
き
す
ぎ
る
こ
と
で
、
軍
閥
割
拠
の
も
と
に
な
っ
て
い
る
が
、
省
を
分
割
し
て
し
ま
え
ば
、
省
を
単
位
と
し
て

自
立
で
き
ず
軍
閥
も
割
拠
で
き
な
い
。

・
省
の
領
域
を
小
さ
く
し
た
方
が
、
物
理
的
に
県
や
郷
を
管
理
し
や
す
く
な
り
、
行
政
効
率
も
上
が
る
。

・
省
の
領
域
を
小
さ
く
す
れ
ば
省
内
で
の
同
一
性
が
高
ま
り
、
地
方
自
治
の
機
運
も
高
ま
る
。

　
「
分
省
論
」
を
め
ぐ
っ
て
は
以
上
の
よ
う
な
議
論
が
展
開
さ
れ
て
き
た
わ
け
で
あ
る
が
、
実
際
の
と
こ
ろ
「
分
省
論
」
は
た
だ
議

論
さ
れ
た
だ
け
に
止
ま
ら
ず
、
政
権
内
外
で
も
省
級
行
政
区
画
縮
小
（
以
下
、
省
区
縮
小
と
略
称
）
に
向
け
た
動
き
が
表
2
―
2
に

示
し
た
よ
う
に
推
進
さ
れ
て
い
た（

（
（

。

　

国
民
政
府
内
部
で
蔣
介
石
を
は
じ
め
と
す
る
指
導
者
た
ち
は
省
区
縮
小
推
進
に
前
向
き
で
あ
っ
た
一
方
で（

（
（

、
国
民
党
内
に
は
慎
重

論
も
少
な
く
な
か
っ
た（

（
（

。
そ
の
た
め
、
中
国
全
土
で
省
区
縮
小
を
実
現
す
る
に
は
至
ら
ず
、
暫
定
的
な
措
置
と
し
て
、
省
と
県
の
間

に
行
政
督
察
専
員
制
度
を
設
け
る
に
止
ま
っ
た（

（1
（

。
そ
の
後
、
国
民
政
府
は
内
戦
に
敗
れ
台
湾
に
落
ち
延
び
る
こ
と
に
な
っ
た
た
め
、

「
省
区
縮
小
運
動
」
は
中
断
を
余
儀
な
く
さ
れ
た
。
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以
上
の
よ
う
に
、
中
華
民
国
期
に
お
い
て
は
省

区
縮
小
に
つ
い
て
の
議
論
が
盛
ん
に
行
わ
れ
た
も

の
の
、
中
国
全
土
で
実
現
す
る
に
は
至
ら
な
か
っ

た
と
は
い
え
、
表
2
―
3
に
示
し
た
よ
う
に
、
中

華
民
国
期
を
通
じ
て
省
級
行
政
区
の
数
は
増
加
傾

向
に
あ
っ
た
。

二　
「
分
省
論
」
の
再
提
起
と
代
替
措
置

　

一
九
四
九
年
に
中
華
人
民
共
和
国
が
成
立
し
て

か
ら
し
ば
ら
く
の
間
、「
分
省
論
」
に
つ
い
て
の

議
論
は
棚
上
げ
に
さ
れ
て
い
た
が
、
一
九
八
〇
年

代
に
入
る
と
再
び
「
分
省
論
」
が
脚
光
を
浴
び
る

こ
と
に
な
っ
た（

（1
（

。
こ
う
し
た
「
分
省
論
」
復
活
に

向
け
た
機
運
の
高
ま
り
を
象
徴
す
る
の
が
、
一
九

八
八
年
に
江
蘇
省
昆
山
市
で
全
国
行
政
区
画
討
論

会
が
開
催
さ
れ
、
そ
れ
を
契
機
に
中
国
行
政
区
画

研
究
会
が
成
立
し
た
こ
と
で
あ
っ
た
。
そ
の
際
、

地
理
学
者
の
胡
煥
庸
は
中
華
民
国
期
に
自
ら
も
か

か
わ
っ
た
省
区
縮
小
構
想
に
つ
い
て
回
顧
し
て
後

1913 年：�熊希齢内閣は「廃省存道」を三大方策の一つとして掲げたものの、各地の都督
たちからの強烈な反対に遭い挫折した。

1916 年：�孫洪伊議員が国会に全国を 50 省に分け、各省は 40 県を管轄するように改める
べきとの提案を行った。

1917 年：�段祺瑞政権の内務部は「全国行政区域改革意見書」を発表し、全国を 47 省お
よび 7 特別区からなる 54 省級行政区にすることを提案した。これは政府レベ
ルで編成された最初の分省案であった。

1928 年：�宋淵源らが省区改革運動を起こした。

1930 年：�中国国民党第三期第四次中央執行委員会全体会議で、同委員の伍朝枢、陳銘枢
らが提案した省区縮小案が採択されたことで、省区縮小が国策となった。

1932 年：�中国国民党第四期第三次中央執行委員会全体会議で、伍朝枢が再び省区縮小案
を提起した。

1939 年：�行政院は省区縮小を検討するための省制問題設計委員会を設置した。

1940 年：�省制問題設計委員会による省区縮小のための「設計報告書」が完成した。

1944 年：�中国国民党中央設計局に「区域計画組」が設けられるとともに、「省区調整計
画」が提出された。

1948 年：�内務部方域司司長の任にあった傅角今は、詳細な分省案を発表した。

表 2―2　中華⺠国期の省区縮小に向けた政権内外の動き

出典：張文範主編『中国省制』（北京：中国大百科全書出版社、1995 年）をもとに筆者作成。
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関
と
し
、
県
級
政
府
を
省
の
直
轄
と
す
る
こ
と
を
提
案
し
た（

（1
（

。
浦
善
新
は
省
制
研
究
の
第
一
人
者
で
、
彼
の
主
張
は
実
際
の
政
策
に

も
一
定
の
影
響
を
与
え
て
い
た
。
例
え
ば
一
九
八
〇
年
代
に
浦
は
、
中
国
全
土
で
省
区
縮
小
を
実
現
す
る
ま
で
の
実
験
的
措
置
と
し

て
、
以
下
の
よ
う
な
提
案
を
し
て
い
た（

（1
（

。

①
遼
寧
省
は
、
瀋
陽
市
と
大
連
市
を
中
心
と
し
た
二
つ
の
省
に
分
割
す
る
。

②
吉
林
省
は
地
級
政
府
を
廃
止
し
て
、
省
が
県
級
政
府
を
直
轄
す
る
。

③
重
慶
市
を
中
心
と
す
る
地
域
を
四
川
省
か
ら
分
離
し
て
新
た
な
省
級
行
政
区
を
設
立
す
る
。

④
広
東
省
か
ら
海
南
島
を
分
離
し
て
新
た
な
省
と
す
る
。

期間 省級行政区数

1912―1913 29

1914―1918 32

1919―1925 31

1926 32

1927 34

1928 36

1929 37

1930 36

1931―1934 35

1935―1938 36

1939―1944 37

1945 45

1946 44

1947―1949 48

表 2―3　中華民国期における省数の変遷

出典：�陳潮編『中国行政区劃沿革手冊』北
京：中国地図出版社、2007 年、200 頁。

進
た
ち
を
鼓
舞
し
た
。
同
会
議
で
の
成
果
は
『
中

国
行
政
区
画
研
究
』
と
し
て
出
版
さ
れ
、「
分
省

論
」
は
四
〇
年
余
り
の
時
を
経
て
、
再
び
人
々
の

注
目
を
集
め
る
こ
と
に
な
っ
た
の
で
あ
る
。

　

ま
た
一
九
九
五
年
に
出
版
さ
れ
た
『
中
国
省

制
』
は
、
省
級
行
政
区
に
つ
い
て
の
研
究
を
さ
ら

に
盛
り
上
げ
る
こ
と
に
貢
献
し
た
。
同
書
に
収
録

さ
れ
た
「
中
国
省
制
研
究
」
に
お
い
て
浦
善
新
は
、

現
行
の
省
級
行
政
区
を
五
〇
～
六
〇
に
分
割
す
る

と
と
も
に
、
地
級
政
府
を
廃
止
し
て
省
の
派
出
機
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の
ち
に
省
級
行
政
区
を
め
ぐ
っ
て
実
際
に
と
ら
れ
た
措
置
を
考
え
る
と
、
浦
善
新
に
よ
っ
て
行
わ
れ
た
以
上
の
提
案
が
い
か
に
現

実
の
政
策
に
反
映
さ
れ
た
か
が
わ
か
る
。
周
知
の
よ
う
に
、
一
九
八
八
年
に
海
南
島
は
広
東
省
の
管
轄
を
離
れ
、
新
た
な
省
と
な
っ

た
。
一
九
九
七
年
に
は
重
慶
市
を
中
心
と
し
た
地
域
が
四
川
省
か
ら
分
離
さ
れ
て
四
番
目
の
直
轄
市
と
な
っ
た（

（1
（

。
二
〇
〇
〇
年
代
に

入
る
と
、
地
級
政
府
を
バ
イ
パ
ス
し
て
省
が
県
級
財
政
を
直
接
管
理
す
る
「
省
直
管
県
」
が
実
施
さ
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
。
浦
善
新

に
よ
る
と
、「
省
直
管
県
」
は
行
政
区
画
改
革
の
突
破
口
で
あ
る
と
位
置
づ
け
ら
れ
て
い
る
。
す
な
わ
ち
、
県
を
省
の
直
轄
と
す
る

と
と
も
に
、
地
級
政
府
を
省
の
派
出
機
関
に
改
め
、
将
来
的
に
省
区
縮
小
に
つ
な
げ
て
い
く
と
構
想
さ
れ
て
い
る
の
で
あ
る（

（1
（

。
こ
の

よ
う
な
構
想
は
行
政
区
画
や
行
政
階
層
の
問
題
に
携
わ
る
者
に
広
く
共
有
さ
れ
て
お
り
、
同
様
に
劉
君
徳
や
舒
慶
も
ま
ず
は
県
を
省

直
轄
に
す
る
と
と
も
に
地
級
政
府
を
廃
止
し
、
省
が
管
轄
す
る
県
の
数
を
適
正
化
す
る
た
め
に
、
省
を
分
割
す
べ
き
と
の
改
革
案
を

提
起
し
て
い
る（

（1
（

。

三　

業
務
分
担
・
支
出
責
任
改
革

　

以
上
の
よ
う
に
、
一
九
八
〇
年
代
以
降
、「
分
省
論
」
が
再
び
脚
光
を
浴
び
、
そ
の
構
想
は
広
東
省
を
分
割
し
て
海
南
省
を
新
た

に
設
立
す
る
な
ど
局
所
的
に
は
実
現
に
移
さ
れ
た
も
の
の
、
中
国
全
土
で
省
区
縮
小
が
実
現
す
る
に
は
至
っ
て
い
な
い
。
そ
の
間
、

行
政
階
層
の
多
さ
が
一
因
と
な
っ
て
顕
在
化
し
た
県
級
以
下
の
財
政
逼
迫
が
深
刻
化
し
、
そ
れ
は
乱
収
費
と
呼
ば
れ
る
不
当
な
費
用

徴
収
を
は
じ
め
、
土
地
収
用
と
不
動
産
バ
ブ
ル（

（1
（

、
地
方
債
務
な
ど
の
問
題
を
引
き
起
こ
し
て
い
っ
た
。
そ
こ
で
以
下
で
は
、
ま
ず
県

級
以
下
の
財
政
逼
迫
と
行
政
階
層
の
関
係
、
つ
ぎ
に
行
政
階
層
の
多
さ
に
起
因
す
る
問
題
を
解
決
す
る
た
め
に
打
ち
出
さ
れ
た
、
各

級
政
府
間
の
業
務
分
担
と
支
出
責
任
を
明
確
化
す
る
た
め
の
改
革
に
つ
い
て
考
察
し
て
い
く
。
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一　

県
級
以
下
で
の
財
政
逼
迫

　

一
九
九
〇
年
代
以
降
に
県
級
以
下
の
財
政
逼
迫
が
深
刻
化
し
た
背
景
に
は
、
一
九
九
四
年
か
ら
中
国
全
土
で
導
入
さ
れ
た
分
税
制

が
あ
る
と
指
摘
さ
れ
る（

（1
（

。
分
税
制
の
内
容
は
多
岐
に
わ
た
る
が
、
差
し
当
た
り
、
税
金
を
中
央
税
と
地
方
税
そ
し
て
中
央
・
地
方
共

有
税
に
分
け
て
、
中
央
と
地
方
に
割
り
当
て
ら
れ
る
収
入
と
支
出
を
制
度
化
し
よ
う
と
す
る
も
の
で
あ
る
と
総
括
で
き
よ
う（

（1
（

。

　

分
税
制
導
入
の
結
果
、
収
入
の
面
で
は
中
央
と
地
方
が
ほ
ぼ
同
じ
と
な
っ
た
一
方
で
、
以
下
の
よ
う
に
、
支
出
の
面
で
は
地
方
に

圧
倒
的
多
く
の
負
担
が
強
い
ら
れ
る
こ
と
に
な
っ
た（

（2
（

。

・
全
国
財
政
収
入
に
占
め
る
地
方
財
政
収
入
の
割
合
：
五
〇
％
前
後

・
全
国
財
政
支
出
に
占
め
る
地
方
財
政
支
出
の
割
合
：
八
〇
％
余
り

　

ま
た
、
分
税
制
は
中
央
と
省
の
間
の
財
政
収
支
を
明
確
に
し
た
も
の
の
、
地
方
各
級
政
府
間
の
財
政
収
支
に
関
し
て
は
、
省
ご
と

で
独
自
に
決
め
ら
れ
て
お
り
、
従
前
通
り
請
負
制
の
ま
ま
に
な
っ
て
い
る
ケ
ー
ス
も
少
な
く
な
か
っ
た
。
そ
の
結
果
、
財
源
は
省
級

な
い
し
は
地
級
に
集
中
し
、
県
級
・
郷
級
の
財
政
収
入
は
低
い
ま
ま
に
抑
え
ら
れ
て
し
ま
っ
た
こ
と
で
、
県
級
・
郷
級
に
は
全
国
財

政
収
入
の
一
七
・
五
％
し
か
割
り
当
て
ら
れ
て
い
な
い
と
の
指
摘
も
な
さ
れ
て
い
る（

（2
（

。

　

業
務
分
担
の
面
に
目
を
転
じ
る
と
、
中
央
政
府
各
部
門
の
権
限
は
極
め
て
大
き
く
、
地
方
に
対
し
て
恣
意
的
に
業
務
を
押
し
付
け

た
り
、
執
行
の
手
順
に
つ
い
て
も
し
ば
し
ば
干
渉
す
る
と
さ
れ
る（

（2
（

。
例
え
ば
、
中
央
と
地
方
が
共
同
で
資
金
を
拠
出
す
る
鉄
道
や
道

路
の
建
設
な
ど
の
場
合
は
、
地
方
に
よ
り
多
く
の
支
出
が
押
し
付
け
ら
れ
、
維
持
管
理
費
な
ど
も
地
方
の
負
担
に
さ
せ
ら
れ
る
こ
と

が
多
い
と
言
わ
れ
る（

（2
（

。

　

同
様
に
、
地
方
内
に
お
い
て
も
各
級
政
府
部
門
が
そ
れ
ぞ
れ
下
級
の
政
府
部
門
に
対
し
恣
意
的
に
業
務
を
押
し
付
け
る
一
方
で
、
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資
金
の
補
填
を
し
な
い
た
め
、

と
り
わ
け
県
級
や
郷
級
で
は

財
政
逼
迫
に
陥
る
ケ
ー
ス
が

多
発
し
て
き
た
。
例
え
ば
、

表
3
―
1
で
示
し
た
よ
う
に
、

県
級
・
郷
級
は
過
大
な
財
政

負
担
を
強
い
ら
れ
て
き
て
い

る
。
県
級
・
郷
級
に
過
大
な

負
担
が
強
い
ら
れ
た
結
果
、

表
3
―
2
お
よ
び
表
3
―
3

で
示
し
た
よ
う
に
財
政
逼
迫

が
起
こ
っ
た
。

　

以
上
の
よ
う
に
、
上
級
政

府
部
門
か
ら
恣
意
的
に
業
務

を
押
し
付
け
ら
れ
る
一
方
で
、

そ
れ
に
と
も
な
う
資
金
の
手

当
て
が
な
さ
れ
て
い
な
い
た

め
、
県
級
や
郷
級
で
は
融
資

プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
か
ら
の

省級 地級 県級・郷級

金額（万元） 129,512 107,760 880,961

比率（％） 11.58 9.64 78.78

表 3―1　雲南省各級政府間の教育支出割合（2004 年）

出典：安秀梅主編『中央與地方政府間的責任劃分與支出分配研究』
北京：中国財政経済出版社、2007 年、51 頁。

2000 年 2001 年 2002 年 2003 年 2004 年

一般予算収入 1,578 1,414 1,679 1,583 1,411

一般予算支出 7,238 10,963 13,304 13,582 15,575

赤字額 5,660 9,549 11,625 11,999 14,164

表 3―2　甘粛省天水市清水県の一般予算収支（万元）

出典：�安秀梅主編『中央與地方政府間的責任劃分與支出分配研究』北京：中国
財政経済出版社、2007 年、183 頁。

収入（億元）支出（億元）財政自給率（％）

鳳凰県 12.58 38.02 33.09

祁陽県 20.87 52.87 39.47

辰渓県 8.49 36.17 23.47

永興県 20.6 38.2 53.93

新化県 8.85 76.75 11.53

表 3―3　湖南省五県の財政自給状況（2018 年）

出典：�銀温泉・孫鳳儀『中央與地方財政事権和支出責任劃
分：改革方向與路径』北京：中国計劃出版社、2021
年、31 頁。
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借
入
金
や
不
動
産
関
連
収
入
に
頼
ら
ざ
る
を
得
ず
、
そ
の
こ
と
が
地
方
債
務
問
題
や
不
動
産
バ
ブ
ル
が
起
こ
る
一
因
と
な
っ
て
い
る（

（2
（

。

二　

業
務
分
担
・
支
出
責
任
改
革
の
提
起

　

前
述
し
た
県
級
財
政
逼
迫
の
問
題
を
解
決
す
る
た
め
、
二
〇
〇
〇
年
代
に
入
る
と
省
級
が
地
級
を
バ
イ
パ
ス
し
て
県
級
財
政
を
直

接
管
理
す
る
「
省
直
管
県
」
の
試
み
が
推
し
進
め
ら
れ
る
よ
う
に
な
っ
た（

（2
（

。
と
こ
ろ
が
、
表
3
―
4
で
示
し
た
よ
う
に
、
省
の
広
さ

や
人
口
規
模
そ
し
て
管
轄
下
に
あ
る
県
の
数
な
ど
に
大
き
な
違
い
が
あ
る
た
め
、「
省
直
管
県
」
の
効
果
も
各
省
で
異
な
る
と
言
わ

れ
る
。
ま
た
「
省
直
管
県
」
に
よ
っ
て
バ
イ
パ
ス
さ
れ
る
側
の
地
級
政
府
に
よ
る
抵
抗
も
障
害
と
な
っ
て
い
る
と
指
摘
さ
れ
る（

（2
（

。

　
「
省
直
管
県
」
と
ほ
ぼ
時
を
同
じ
く
し
て
、
県
が
郷
級
財
政
を
直
轄
す
る
「
郷
財
県
管
」
の
試
み
も
始
め
ら
れ
た
。
し
か
し
、「
郷

財
県
管
」
に
よ
っ
て
郷
級
財
政
は
県
級
政
府
の
管
理
下
に
置
か
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
一
方
、
郷
の
県
へ
の
依
存
が
強
ま
り
、
財
政
赤

字
で
あ
っ
て
も
県
が
支
援
し
て
く
れ
る
と
い
う
こ
と
か
ら
、
増
収
や
債
務
返
済
の
意
欲
が
低
下
し
た
と
も
言
わ
れ
る（

（2
（

。

　

さ
て
、
既
述
し
た
よ
う
に
一
九
九
四
年
に
導
入
さ
れ
た
分
税
制
に
よ
っ
て
、
中
央
・
地
方
間
の
財
政
関
係
に
お
い
て
一
定
の
制
度

化
が
図
ら
れ
た
も
の
の
、
地
方
各
級
間
の
財
政
関
係
は
省
ご
と
に
恣
意
的
に
決
め
ら
れ
て
い
た
た
め
、
結
果
的
に
県
級
・
郷
級
へ
の

業
務
と
支
出
の
押
し
付
け
が
横
行
し
た
こ
と
に
よ
り
、
財
政
逼
迫
に
と
も
な
う
様
々
な
問
題
を
引
き
起
こ
す
こ
と
に
な
っ
た
。
そ
れ

ゆ
え
、
地
方
各
級
政
府
間
の
財
政
関
係
を
制
度
化
し
て
行
く
必
要
性
に
つ
い
て
は
、
早
く
も
一
九
九
六
年
に
財
政
部
が
「
省
以
下
の

分
税
制
財
政
管
理
体
制
を
改
善
す
る
こ
と
に
関
す
る
意
見
」
に
お
い
て
提
起
し
、
二
〇
〇
二
年
に
も
財
政
部
は
「
省
以
下
の
財
政
管

理
体
制
に
か
か
わ
る
問
題
を
改
善
す
る
こ
と
に
関
す
る
意
見
」
を
公
布
し
て
改
革
の
必
要
性
を
訴
え
た
。

　

こ
う
し
て
、
か
ね
て
か
ら
中
央
・
地
方
間
は
も
と
よ
り
地
方
各
級
政
府
間
の
業
務
分
担
と
支
出
責
任
を
明
確
化
す
る
こ
と
の
必
要

性
は
指
摘
さ
れ
て
き
た
が
、
二
〇
一
六
年
に
な
っ
て
よ
う
や
く
具
体
的
な
取
り
組
み
が
進
め
ら
れ
る
こ
と
に
な
っ
た（

（2
（

。
手
始
め
に
国

務
院
は
二
〇
一
六
年
八
月
に
「
中
央
と
地
方
の
間
で
の
業
務
分
担
と
支
出
責
任
を
明
確
に
す
る
こ
と
に
関
す
る
指
導
意
見
」
を
発
出
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地級（333） 県級（2846） 郷級（38755） 人口（万人） 面積（㎢）

四川省 21 183 3440 9121 約 49

河北省 11 168 2255 7731 約 19

河南省 17 158 2451 11444 約 17

山東省 16 137 1824 10096 約 16

雲南省 16 129 1407 4769 約 39

湖南省 14 122 1937 7327 約 21

広東省 21 122 1606 9502 約 18

⿊龍江省 13 121 1240 3574 約 46

山⻄省 11 117 1396 3534 約 16

広⻄チワン族自治区 14 111 1250 5659 約 24

陝⻄省 10 107 1312 4023 約 21

新疆ウイグル自治区 14 106 1103 2283 約 166

安徽省 16 105 1498 7083 約 14

内モンゴル自治区 12 103 1024 2441 約 118

湖北省 13 103 1249 6173 約 19

遼寧省 14 100 1355 4192 約 15

江⻄省 11 100 1563 5026 約 17

江蘇省 13 96 1261 7832 約 10

浙江省 11 90 1360 5000 約 10

貴州省 9 88 1440 4529 約 18

甘粛省 14 86 1357 2783 約 43

福建省 9 85 1107 3861 約 12

チベット自治区 7 74 697 332 約 123

吉林省 9 60 937 2609 約 19

⻘海省 8 44 403 587 約 72

重慶市 38 1029 3404 約 8.2

海南省 4 23 218 925 約 3.4

寧夏回族自治区 5 22 240 684 約 6.6

北京市 16 333 1374 約 1.7

天津市 16 248 1082 約 1.2

上海市 16 215 1462 約 0.634

＊香港特別行政区、マカオ特別行政区、台湾省については省略

表 3―4　省（直轄市・自治区）ごとの県・郷数、面積、⼈口等の比較

出典：�中華人民共和国民政部編『中華人民共和国行政区劃簡冊 2020』北京：中国地図出版社、
2020 年、1―8 頁。
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し
て
、
中
央
と
地
方
の
間
で
業
務
分
担
と
支
出
責
任
を
明
確
化

す
る
た
め
の
基
本
原
則
を
示
し
た
。
二
〇
一
八
年
一
月
に
は
、

国
務
院
辨
公
庁
が
「
基
本
公
共
サ
ー
ビ
ス
分
野
に
お
け
る
中
央

と
地
方
の
間
で
の
業
務
分
担
と
支
出
責
任
を
明
確
化
す
る
た
め

の
改
革
方
案
」
に
よ
っ
て
、
中
央
と
地
方
が
共
同
で
担
う
一
八

項
目
の
業
務
や
そ
の
た
め
の
支
出
の
分
担
に
つ
い
て
方
針
を
出

し
た（

（2
（

。
引
き
続
き
二
〇
一
八
年
七
月
に
は
、
国
務
院
辨
公
庁
に

よ
っ
て
「
医
療
衛
生
分
野
に
お
け
る
中
央
と
地
方
の
間
で
の
業

務
分
担
と
支
出
責
任
を
明
確
化
す
る
た
め
の
改
革
方
案
」
が
公

布
さ
れ
た
の
を
皮
切
り
に
、
科
学
技
術
、
教
育
、
交
通
運
輸
、

生
態
系
保
護
、
資
源
開
発
、
公
共
文
化
、
緊
急
救
援
な
ど
の
分

野
に
関
す
る
中
央
と
地
方
の
間
で
の
業
務
分
担
と
支
出
責
任
に

つ
い
て
の
指
針
が
、
表
3
―
5
の
よ
う
に
明
ら
か
に
さ
れ
た
。

　

例
え
ば
、「
教
育
分
野
に
お
け
る
中
央
と
地
方
の
間
で
の
業

務
分
担
と
支
出
責
任
を
明
確
化
す
る
た
め
の
改
革
方
案
」
に
よ

る
と
、
義
務
教
育
に
関
し
て
は
、
各
省
（
直
轄
市
・
自
治
区
）

お
よ
び
計
画
単
列
市
を
表
3
―
6
の
よ
う
に
グ
ル
ー
プ
分
け
し

て
、
中
央
の
支
出
割
合
を
第
一
グ
ル
ー
プ
は
八
〇
％
、
第
二
グ

ル
ー
プ
は
六
〇
％
、
第
三
グ
ル
ー
プ
、
第
四
グ
ル
ー
プ
、
第
五

2019 年 5 月 22 日：�「科学技術分野における中央と地方の間での業務分担と支出責任を明
確化するための改革方案」（30）

2019 年 5 月 24 日：�「教育分野における中央と地方の間での業務分担と支出責任を明確化
するための改革方案」（31）

2019 年 6 月 26 日：�「交通運輸分野における中央と地方の間での業務分担と支出責任を明
確化するための改革方案」（32）

2020 年 5 月 31 日：�「生態系保護分野における中央と地方の間での業務分担と支出責任を
明確化するための改革方案」（33）

2020 年 6 月 4 日：�「公共文化分野における中央と地方の間での業務分担と支出責任を明
確化するための改革方案」（34）

2020 年 6 月 30 日：�「資源開発分野における中央と地方の間での業務分担と支出責任を明
確化するための改革方案」（35）

2020 年 7 月 4 日：�「緊急救援分野における中央と地方の間での業務分担と支出責任を明
確化するための改革方案」（36）

表 3―5　2019 年以降に公布された各分野における中央と地方の間での業務分担と支出責
任を明確化するための改革方案
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グ
ル
ー
プ
は
い
ず
れ
も
五
〇
％
と
し
た
。

　

同
様
に
、「
公
共
文
化
分
野
に
お
け
る
中
央
と
地
方
の
間
で
の
業
務
分
担
と
支
出
責

任
を
明
確
化
す
る
た
め
の
改
革
方
案
」
で
は
、
博
物
館
、
図
書
館
、
美
術
館
な
ど
を
無

料
開
放
す
る
た
め
の
費
用
負
担
に
関
し
て
、
表
3
―
6
の
グ
ル
ー
プ
分
け
に
基
づ
き
、

中
央
の
支
出
割
合
を
第
一
グ
ル
ー
プ
は
八
〇
％
、
第
二
グ
ル
ー
プ
は
六
〇
％
、
第
三
グ

ル
ー
プ
は
五
〇
％
、
第
四
グ
ル
ー
プ
は
三
〇
％
、
第
五
グ
ル
ー
プ
は
一
〇
％
と
し
た
。

三　

地
方
各
級
政
府
間
で
の
業
務
分
担
と
支
出
責
任
を
明
確
化
す
る
た
め
の
改
革
方
案

　

以
上
の
よ
う
に
、
中
央
と
地
方
の
間
で
の
業
務
分
担
と
支
出
責
任
を
明
確
化
す
る
た

め
の
改
革
方
案
が
打
ち
出
さ
れ
る
の
に
と
も
な
い
、
地
方
各
級
政
府
間
で
の
業
務
分
担

と
支
出
責
任
を
明
確
化
す
る
た
め
の
改
革
方
案
策
定
も
進
め
ら
れ
て
い
っ
た
。
以
下
で

は
広
東
省
を
事
例
と
し
て
、
地
方
各
級
政
府
間
で
の
業
務
分
担
・
支
出
責
任
改
革
の
進

展
を
見
て
い
き
た
い
。

　

二
〇
一
八
年
一
二
月
以
降
、
広
東
省
で
は
表
3
―
7
で
示
し
た
よ
う
に
、
次
々
と
各

級
政
府
間
で
の
業
務
分
担
と
支
出
責
任
を
明
確
化
す
る
た
め
の
改
革
方
案
が
公
布
さ
れ

て
い
っ
た
。

　

例
え
ば
、
基
本
公
共
サ
ー
ビ
ス
分
野
に
分
類
さ
れ
る
中
等
職
業
教
育
、
高
校
教
育
、

医
療
保
険
、
公
衆
衛
生
、
計
画
生
育
な
ど
に
関
す
る
省
（
中
央
か
ら
の
資
金
も
含
む
）

の
支
出
割
合
は
、
表
3
―
8
の
よ
う
に
グ
ル
ー
プ
ご
と
に
示
さ
れ
た
。

第一グループ：�内モンゴル自治区、広西チワン族自治区、重慶市、四川省、貴州省、雲
南省、チベット自治区、陝西省、甘粛省、青海省、寧夏回族自治区、新
疆ウイグル自治区

第二グループ：�河北省、山西省、吉林省、黒龍江省、安徽省、江西省、河南省、湖北省、
湖南省、海南省

第三グループ：�遼寧省、福建省、山東省

第四グループ：�天津市、江蘇省、浙江省、広東省、大連市、寧波市、厦門市、青島市、
深圳市

第五グループ：�北京市、上海市

表 3―6　中央の支出割合に関するグループ分け
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同
様
に
、
医
療
衛
生
分

野
に
分
類
さ
れ
る
予
防
接

種
、
健
康
教
育
、
妊
婦
・

乳
児
医
療
、
高
齢
者
健
康

管
理
な
ど
に
関
す
る
省

（
中
央
か
ら
の
資
金
を
含

む
）
の
支
出
割
合
は
、
表

3
―
9
の
よ
う
に
グ
ル
ー

プ
ご
と
に
定
め
ら
れ
た
。

　

交
通
運
輸
分
野
に
つ
い

て
は
、
①
中
央
が
省
に
委

託
し
資
金
も
提
供
す
る
業

務
、
②
省
が
実
施
し
資
金

も
支
出
す
る
業
務
、
③
省

と
市
・
県
が
共
同
で
実
施

し
、
原
則
と
し
て
省
が
資

金
を
支
出
す
る
業
務
、
④

市
・
県
が
実
施
し
資
金
を

支
出
す
る
業
務
の
分
類
が

2018 年 12 月 29 日：�「基本公共サービス分野における省と市・県の業務分担と支出責任
を明確化するための改革方案」（37）

2019 年 2 月 25 日：�「広東省医療衛生分野における省と市・県の業務分担と支出責任を明
確化するための改革方案」（38）

2019 年 10 月 20 日：�「広東省科学技術分野における省と市・県の業務分担と支出責任を
明確化するための改革方案」（39）

2020 年 6 月 3 日：�「広東省教育分野における省と市・県の業務分担と支出責任を明確化
するための改革方案」（40）

2020 年 7 月 29 日：�「広東省交通運輸分野における省と市・県の業務分担と支出責任を明
確化するための改革方案」（41）

表 3―7　広東省における業務分担と支出責任を明確化するための改革方案

第一グループ（旧ソビエト区、旧革命区貧困県、少数民族県）：100％

汕頭市（潮陽区・潮南区）、詔関市（南雄市）、乳源瑶族自治県、河源市（和平県・龍川県・連平
県・紫金県）、梅州市（興寧市・梅県区・平遠県・蕉嶺県・大埔県・豊順県・五華県・梅江区）、
惠州市（惠東県）、汕尾市（陸豊市・海豊県・陸河県・城区）、清遠市（連山壮族瑶族自治県・連
南瑶族自治県）、潮州市（饒平県）、掲陽市（普寧市・掲西県・惠来県）

第二グループ（第一グループの市・県以外の北部生態発展地区、東西両翼沿海地区）：85％

汕頭市、詔関市、河源市、梅州市、汕尾市、陽江市、湛江市、茂名市、清遠市、潮州市、掲陽市、
雲浮市、惠州市（龍門県）、肇慶市（広寧県・封開県・徳慶県、懐集県）

第三グループ（珠江デルタ地区で財力が相対的に低い市・県）：65％

惠州市（惠城区・惠陽区・博羅県）、肇慶市（瑞州区・鼎湖区・高要区・四会市）、江門市（恩平
市・台山市・開平市・鶴山市）

第四グループ（第三グループに含まれない珠江デルタ地区の市・県）：30％

広州市、深圳市、珠海市、佛山市、東莞市、中山市、江門市（蓬江区・江海区・新会区）

表 3―8　広東省における基本公共サービス分野などに関する省の支出割合
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示
さ
れ
た
。

　

二
〇
二
二
年
に
入
る
と
、
四
月
一
九
日
に
開
催
さ
れ
た
中
央

全
面
改
革
深
化
委
員
会
第
二
五
回
会
議
に
お
い
て
採
択
さ
れ
た

「
省
以
下
の
財
政
改
革
工
作
を
さ
ら
に
推
し
進
め
る
こ
と
に
関

す
る
指
導
意
見
」
を
踏
ま
え
て
、
国
務
院
辨
公
庁
は
地
方
各
級

政
府
の
間
で
の
業
務
分
担
と
支
出
責
任
を
明
確
化
す
る
た
め
の

指
針
を
示
し
た（

（4
（

。
そ
こ
で
は
、
下
級
政
府
に
対
し
て
負
担
が
恣

意
的
押
し
付
け
ら
れ
な
い
よ
う
、
省
級
が
主
導
し
て
地
方
各
級

政
府
間
の
業
務
分
担
と
支
出
責
任
を
さ
ら
に
い
っ
そ
う
明
確
化

す
る
必
要
性
が
強
調
さ
れ
た
。

四　

業
務
分
担
・
支
出
責
任
改
革
が
直
面
す
る
諸
課
題

　

以
上
の
よ
う
に
、
二
〇
一
六
年
以
降
、
中
央
と
地
方
の
間
の

み
な
ら
ず
地
方
各
級
政
府
間
で
の
業
務
分
担
と
支
出
責
任
を
明

確
化
す
る
た
め
の
試
み
が
行
わ
れ
て
き
て
い
る
が
、
課
題
も
少

な
く
な
い
。
例
え
ば
、
二
〇
一
九
年
六
月
に
行
わ
れ
た
中
央
予

算
執
行
状
況
に
対
す
る
監
査
報
告
の
中
で
、「
積
極
的
に
」
中

央
と
地
方
の
間
で
の
業
務
分
担
と
支
出
責
任
を
明
確
化
す
べ
き

と
の
提
案
が
な
さ
れ
た
も
の
の（

（4
（

、
二
〇
一
六
年
に
国
務
院
が
中

第一グループ（旧ソビエト区、旧革命区貧困県、少数民族県）：100％

汕頭市（潮陽区・潮南区）、詔関市（南雄市）、乳源瑶族自治県、河源市（和平県・龍川県・連平
県・紫金県）、梅州市（興寧市・梅県区・平遠県・蕉嶺県・大埔県・豊順県・五華県・梅江区）、
惠州市（惠東県）、汕尾市（陸豊市・海豊県・陸河県・城区）、清遠市（連山壮族瑶族自治県・連
南瑶族自治県）、潮州市（饒平県）、掲陽市（普寧市・掲西県・惠来県）

第二グループ（第一グループの市・県以外の北部生態発展地区、東西両翼沿海地区）：85％

汕頭市（金平区・龍湖区・澄海区・濠江区、南澳区）、詔関市（湞江区・武江区・曲江区・楽昌
市・仁化県・始興県・翁源県・新豊県）、河源市（源城区・東源県）、梅州市、汕尾市、陽江市、
湛江市、茂名市、清遠市（清城区・清新区・英徳市・連州市・佛風県・陽山県）、潮州市（湘橋
区・潮安区）、掲陽市（榕城区・掲東区）、雲浮市、惠州市（龍門県）、肇慶市（広寧県・封開県・
徳慶県、懐集県）

第三グループ（珠江デルタ地区で財力が相対的に低い市・県）：65％

惠州市（惠城区・惠陽区・博羅県）、肇慶市（瑞州区・鼎湖区・高要区・四会市）、江門市（恩平
市・台山市・開平市・鶴山市）

第四グループ（第三グループに含まれない珠江デルタ地区の市・県）：30％

広州市、深圳市、珠海市、佛山市、東莞市、中山市、江門市（蓬江区・江海区・新会区）

表 3―9　広東省における医療衛生分野（予防接種など）に関する省の支出割合
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央
と
地
方
の
間
で
の
業
務
分
担
と
支
出
責
任
を
明
確
化
す
る
た
め
の
基
本
原
則
が
示
し
て
か
ら
二
〇
二
〇
年
ま
で
の
間
に
取
り
組
ま

れ
た
の
は
、
前
述
し
た
よ
う
に
、
基
本
公
共
サ
ー
ビ
ス
、
医
療
衛
生
、
科
学
技
術
、
教
育
、
交
通
運
輸
、
生
態
系
保
護
、
資
源
開
発
、

公
共
文
化
、
緊
急
救
援
な
ど
の
分
野
に
限
ら
れ
、
差
し
当
た
り
取
り
組
み
や
す
い
分
野
か
ら
試
行
が
始
め
ら
れ
た
段
階
で
あ
る
と
言

え
よ
う
。
そ
の
た
め
、
二
〇
二
〇
年
度
の
中
央
予
算
執
行
状
況
に
対
す
る
監
査
報
告
の
中
で
は
、
他
の
分
野
に
関
し
て
も
、
中
央
と

地
方
の
間
で
の
業
務
分
担
と
支
出
責
任
を
明
確
化
す
る
た
め
の
改
革
方
案
策
定
を
「
加
速
化
さ
せ
る
」
よ
う
指
摘
が
な
さ
れ
た（

（4
（

。

　

さ
て
、
中
央
と
地
方
の
間
で
の
業
務
分
担
と
支
出
責
任
を
明
確
化
す
る
た
め
の
改
革
が
依
然
と
し
て
初
歩
的
な
段
階
に
止
ま
っ
て

い
る
背
景
に
は
、
こ
の
改
革
を
実
務
面
で
統
括
し
て
い
る
財
政
部
の
指
導
力
不
足
が
あ
る
と
も
言
わ
れ
る
。
例
え
ば
、
二
〇
一
八
年

八
月
二
七
日
に
国
家
発
展
改
革
委
員
会
財
政
司
で
行
わ
れ
た
聞
き
取
り
調
査
に
お
い
て
は
、
財
政
部
の
指
導
能
力
不
足
の
た
め
に
、

関
係
部
門
間
の
調
整
が
難
航
し
て
い
る
と
の
実
情
が
披
瀝
さ
れ
た（

（4
（

。
そ
れ
に
よ
る
と
、
各
関
係
部
門
は
自
ら
の
利
益
を
最
優
先
し
て
、

改
革
の
要
請
に
対
し
て
は
た
だ
体
裁
を
整
え
て
や
り
過
ご
し
て
い
る
だ
け
だ
と
い
う
こ
と
で
あ
る（

（4
（

。
同
様
に
、
二
〇
二
〇
年
度
の
中

央
予
算
執
行
状
況
に
対
す
る
監
査
報
告
に
お
い
て
も
、
す
で
に
中
央
と
地
方
の
間
で
の
業
務
分
担
と
支
出
責
任
に
関
す
る
改
革
方
案

が
打
ち
出
さ
れ
て
い
る
分
野
に
お
い
て
さ
え
、
旧
来
通
り
の
運
用
が
改
め
ら
れ
て
お
ら
ず
、
中
央
と
地
方
の
関
係
が
依
然
と
し
て
恣

意
的
に
決
め
ら
れ
て
い
る
と
指
摘
さ
れ
た（

（4
（

。

　

と
こ
ろ
で
、
政
策
執
行
の
問
題
に
関
連
し
地
方
の
側
へ
の
批
判
を
意
図
し
て
、
政
令
は
「
北
京
を
出
な
い
」
な
ど
と
揶
揄
さ
れ
る

こ
と
が
多
い
が
、
業
務
分
担
・
支
出
責
任
改
革
に
つ
い
て
見
る
限
り
、
実
際
の
と
こ
ろ
中
央
政
府
各
部
門
の
抵
抗
に
よ
り
、
そ
も
そ

も
政
令
は
「
中
南
海
を
出
な
い
」
こ
と
こ
そ
が
問
題
の
元
凶
で
あ
る
と
思
わ
れ
る
。
す
な
わ
ち
、
改
革
の
実
現
に
は
ま
ず
中
央
の
関

係
部
門
間
の
協
力
が
不
可
欠
な
の
で
あ
り
、
そ
れ
な
く
し
て
実
効
性
の
あ
る
改
革
は
望
め
な
い
と
言
え
よ
う（

（4
（

。
そ
れ
と
同
時
に
、
地

方
側
で
の
消
極
性
も
問
題
視
さ
れ
て
い
る
。
例
え
ば
、
広
東
省
財
政
庁
が
「
で
き
る
分
野
か
ら
一
歩
一
歩
穏
当
に
」
省
内
各
級
政
府

間
で
の
業
務
分
担
と
支
出
責
任
を
明
確
化
す
る
た
め
の
改
革
を
進
め
る
と
の
方
針
を
示
し
た
と
こ
ろ（

（4
（

、
広
東
省
人
民
代
表
大
会
財
政
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経
済
委
員
会
か
ら
は
、「
全
面
的
か
つ
積
極
的
に
」
省
内
各
級
政
府
間
で
の
業
務
分
担
と
支
出
責
任
を
明
確
化
す
る
た
め
の
改
革
を

推
進
す
る
よ
う
求
め
ら
れ
た
の
で
あ
っ
た（

（5
（

。

四　

中
央
資
金
基
層
直
達
メ
カ
ニ
ズ
ム

　

二
〇
二
〇
年
か
ら
中
央
の
資
金
を
一
気
通
貫
に
基
層
レ
ベ
ル
へ
交
付
す
る
試
み
が
行
わ
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
。
ま
ず
以
下
で
は
、

こ
う
し
た
試
み
が
行
わ
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
背
景
に
あ
る
財
政
移
転
の
問
題
を
近
年
の
事
例
を
交
え
な
が
ら
概
観
し
、
そ
れ
を
踏
ま

え
て
二
〇
二
〇
年
か
ら
運
用
が
始
め
ら
れ
た
中
央
資
金
基
層
直
達
メ
カ
ニ
ズ
ム
の
効
果
と
そ
の
限
界
に
つ
い
て
考
察
し
た
い
。

一　

財
政
移
転
を
め
ぐ
る
諸
問
題

　

前
述
し
た
よ
う
に
、
一
九
九
四
年
に
分
税
制
が
中
国
全
土
に
導
入
さ
れ
る
よ
う
に
な
っ
て
か
ら
、
財
政
面
で
地
方
の
収
入
割
合
が

大
幅
に
低
下
す
る
一
方
で
、
財
政
支
出
の
八
割
く
ら
い
が
地
方
に
割
り
当
て
ら
れ
た
。
こ
う
し
た
ア
ン
バ
ラ
ン
ス
に
対
応
す
る
た
め
、

中
央
か
ら
地
方
へ
財
政
移
転
資
金
が
交
付
さ
れ
る
こ
と
で
地
方
の
側
は
収
入
不
足
を
補
う
こ
と
に
な
っ
た
。
し
か
し
な
が
ら
、
中
央

か
ら
地
方
へ
の
財
政
移
転
は
必
ず
し
も
十
分
に
機
能
し
て
い
る
と
は
言
え
な
い
。
例
え
ば
、
財
政
移
転
資
金
交
付
の
遅
延
、
留
め
置

き
や
詐
取
・
流
用
な
ど
の
問
題
が
し
ば
し
ば
指
摘
さ
れ
て
い
る（

（5
（

。
遅
延
の
問
題
に
つ
い
て
は
、
二
〇
一
九
年
度
中
央
予
算
執
行
状
況

に
対
す
る
監
査
報
告
に
よ
る
と
、
中
央
か
ら
各
省
へ
財
政
移
転
資
金
が
支
給
さ
れ
た
の
ち
、
省
以
下
の
各
級
政
府
に
届
く
の
に
要
し

た
平
均
日
数
は
一
二
五
日
に
も
及
ん
で
お
り（

（5
（

、
そ
の
た
め
下
級
政
府
に
行
け
ば
行
く
ほ
ど
予
算
執
行
に
大
き
な
影
響
を
及
ぼ
し
て
い

た
。

　

さ
て
、
財
政
移
転
資
金
は
地
方
が
現
場
の
状
況
に
応
じ
て
臨
機
応
変
に
使
用
で
き
る
一
般
性
財
政
移
転
資
金
と
、
使
途
や
使
用
法
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が
細
か
く
規
定
さ
れ
て
い
る
特
定
項
目
財
政
移
転
資
金
に
大
別
さ
れ
る
。
近
年
で
は
、
国
務
院
が
地
方
に
配
慮
し
て
一
般
性
財
政
移

転
資
金
の
割
合
を
高
め
て
い
く
方
針
が
打
ち
出
さ
れ
て
い
る
も
の
の
、
名
目
上
は
一
般
性
財
政
移
転
資
金
と
な
っ
て
い
て
も
実
質
上

は
特
定
項
目
財
政
移
転
と
変
わ
り
な
く
中
央
政
府
各
部
門
に
よ
る
き
つ
い
縛
り
の
あ
る
ケ
ー
ス
も
少
な
く
な
い
と
言
わ
れ
る（

（5
（

。
そ
の

背
景
に
は
、
特
定
項
目
財
政
移
転
資
金
に
関
し
て
中
央
政
府
各
部
門
は
資
金
配
分
や
使
途
に
つ
い
て
大
き
な
裁
量
権
を
有
し
て
い
る

こ
と
か
ら
、
名
目
上
は
一
般
性
財
政
移
転
資
金
と
見
せ
か
け
て
お
き
な
が
ら
実
質
的
に
は
従
前
通
り
地
方
に
対
し
て
大
き
な
影
響
を

及
ぼ
そ
う
と
す
る
意
図
が
あ
る
と
指
摘
さ
れ
て
い
る（

（5
（

。
各
省
に
対
す
る
財
政
移
転
資
金
の
配
分
、
と
り
わ
け
特
定
項
目
財
政
移
転
資

金
の
配
分
割
合
は
中
央
と
の
交
渉
で
決
め
ら
れ
て
い
る
た
め
、
各
省
間
で
不
平
や
不
満
も
多
い
と
さ
れ
る（

（5
（

。

　

例
え
ば
銀
温
泉
ら
に
よ
る
聞
き
取
り
調
査
に
よ
れ
ば
、
車
両
購
置
税
の
地
方
受
け
取
り
分
に
つ
い
て
河
南
省
当
局
者
の
間
で
、
湖

北
省
、
安
徽
省
、
陝
西
省
、
甘
粛
省
よ
り
も
少
な
く
抑
え
ら
れ
て
い
る
こ
と
に
つ
い
て
不
満
の
声
が
上
が
っ
て
い
る
と
い
う（

（5
（

。
二
〇

二
〇
年
度
の
中
央
予
算
執
行
状
況
に
対
す
る
監
査
報
告
の
中
で
も
、
中
央
か
ら
各
省
に
支
給
さ
れ
る
補
助
金
の
算
定
根
拠
が
曖
昧
で

恣
意
的
な
運
用
が
な
さ
れ
て
い
る
と
問
題
視
さ
れ
て
い
る（

（5
（

。

　

財
政
移
転
は
地
域
間
経
済
格
差
解
消
に
資
す
る
役
割
も
担
っ
て
い
る
が
、
こ
の
点
に
関
し
て
も
地
方
か
ら
は
不
満
が
上
が
っ
て
い

る
。
例
え
ば
、
前
述
の
銀
温
泉
ら
に
よ
る
聞
き
取
り
調
査
に
よ
る
と
江
蘇
省
の
当
局
者
た
ち
は
、
中
央
か
ら
江
蘇
省
へ
の
財
政
移
転

資
金
は
河
南
省
よ
り
も
少
な
く
、
江
蘇
省
を
は
じ
め
と
す
る
東
部
各
省
（
お
よ
び
直
轄
市
）
か
ら
大
量
に
資
金
を
奪
っ
て
中
西
部
の

各
省
（
お
よ
び
自
治
区
）
に
回
さ
れ
て
い
る
こ
と
を
批
判
し
て
い
る
と
い
う（

（5
（

。
こ
う
し
た
不
満
の
背
景
に
は
、
経
済
的
に
豊
か
だ
と

さ
れ
る
江
蘇
省
の
中
で
も
北
部
と
南
部
で
は
経
済
格
差
が
大
き
く
、
そ
れ
も
か
か
わ
ら
ず
、
中
央
に
大
量
に
資
金
を
持
っ
て
行
か
れ

て
し
ま
い
財
政
的
に
苦
し
い
と
い
う
実
情
が
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
。
確
か
に
、
二
〇
一
八
年
に
実
施
さ
れ
た
中
央
か
ら
地
方
へ
の
財

政
移
転
の
う
ち
中
西
部
各
省
（
お
よ
び
自
治
区
）
に
支
給
さ
れ
た
割
合
は
八
五
・
三
％
で
あ
る
こ
と
か
ら（

（5
（

、
江
蘇
省
を
は
じ
め
と
す

る
東
部
の
各
省
（
お
よ
び
直
轄
市
）
に
不
満
が
あ
る
の
は
致
し
方
な
い
こ
と
か
と
思
わ
れ
る
。
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二　

基
層
レ
ベ
ル
へ
の
資
金
直
達
の
試
み

（
1
）
中
央
資
金
基
層
直
達
メ
カ
ニ
ズ
ム
の
構
築

　

従
前
の
財
政
移
転
が
様
々
な
課
題
を
抱
え
る
中
、
二
〇
二
〇
年
に
入
る
と
コ
ロ
ナ
禍
に
よ
っ
て
基
層
レ
ベ
ル
の
資
金
不
足
は
い
っ

そ
う
深
刻
化
し
た
。
例
え
ば
、
二
〇
二
〇
年
五
月
に
開
催
さ
れ
た
全
国
人
民
代
表
大
会
で
李
克
強
総
理
は
、
基
層
レ
ベ
ル
で
の
財
政

逼
迫
へ
の
危
機
感
を
表
明
し
、
こ
う
し
た
問
題
に
対
処
す
る
た
め
、
二
兆
元
の
資
金
を
一
気
通
貫
で
基
層
レ
ベ
ル
に
支
給
し
て
、
事

業
主
や
住
民
の
窮
状
を
救
う
と
の
方
針
を
示
し
た（

（6
（

。
こ
の
新
し
い
試
み
は
と
り
わ
け
中
小
零
細
企
業
、
社
会
保
険
、
最
低
生
活
保
障

の
資
金
不
足
を
補
う
と
と
も
に
、
失
業
者
、
高
齢
者
、
特
別
困
窮
者
を
救
う
こ
と
に
重
点
を
置
く
と
さ
れ
、
こ
う
し
た
指
針
の
も
と

に
、
中
央
か
ら
基
層
レ
ベ
ル
へ
一
気
通
貫
に
資
金
を
交
付
す
る
メ
カ
ニ
ズ
ム
の
構
築
が
進
め
ら
れ
た
。

　

中
央
か
ら
基
層
レ
ベ
ル
へ
資
金
を
一
気
通
貫
に
支
給
す
る
メ
カ
ニ
ズ
ム
の
成
否
は
監
視
シ
ス
テ
ム
に
か
か
っ
て
い
る
と
の
認
識
の

も
と
に
、
財
政
部
副
部
長
の
許
宏
才
お
よ
び
同
預
算
司
司
長
の
李
敬
輝
ら
は
、
リ
ア
ル
タ
イ
ム
で
資
金
の
所
在
を
モ
ニ
タ
ー
で
き
る

監
視
シ
ス
テ
ム
を
構
築
す
る
と
と
も
に
、
資
金
を
受
け
取
っ
た
事
業
主
や
個
人
の
実
名
台
帳
を
作
成
す
る
と
表
明
し
た（

（6
（

。
こ
の
監
視

シ
ス
テ
ム
は
、
資
金
の
所
在
・
交
付
額
・
交
付
対
象
・
使
用
実
績
な
ど
を
可
視
化
し
、〝
千
里
眼
〟
の
如
く
資
金
を
監
視
で
き
る
と

太
鼓
判
が
押
さ
れ
た（

（6
（

。
そ
れ
と
並
行
し
て
、
財
政
部
が
各
省
に
設
け
て
い
る
監
管
局
が
、
当
地
の
財
政
部
門
と
協
力
し
な
が
ら
資
金

交
付
を
実
際
に
担
う
担
当
者
と
直
接
連
絡
を
密
に
取
り
つ
つ
、
資
金
の
所
在
や
支
給
先
を
リ
ア
ル
タ
イ
ム
で
把
握
し
て
監
視
す
る
態

勢
も
整
え
ら
れ
た（

（6
（

。

（
2
）
中
央
資
金
基
層
直
達
メ
カ
ニ
ズ
ム
の
効
果

　

中
央
資
金
基
層
直
達
メ
カ
ニ
ズ
ム
の
最
大
の
効
果
は
、
そ
の
謳
い
文
句
通
り
一
気
通
貫
に
資
金
が
中
央
か
ら
基
層
レ
ベ
ル
に
ま
で

届
け
ら
れ
た
こ
と
が
挙
げ
ら
れ
る
。
例
え
ば
、
通
常
の
財
政
移
転
で
は
百
日
以
上
か
か
る
と
こ
ろ
、
平
均
す
る
と
二
〇
日
以
内
で
九
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〇
％
以
上
の
資
金
が
基
層
レ
ベ
ル
に
ま
で
届
い
た
と
、
二
〇
二
〇
年
度
の
中
央
財
政
に
関
す
る
決
算
報
告
で
明
ら
か
に
さ
れ
た（

（6
（

。
ま

た
、
二
〇
二
〇
年
八
月
中
旬
ま
で
の
時
点
で
実
際
に
支
出
さ
れ
た
五
〇
九
七
億
元
の
う
ち
、
省
級
で
の
支
出
は
四
・
一
％
、
地
級
で

の
支
出
は
一
四
・
五
％
、
県
級
で
の
支
出
は
八
一
・
四
％
で
あ
っ
た
と
財
政
部
の
担
当
者
か
ら
紹
介
さ
れ
て
い
る
よ
う
に
、
資
金
の

大
部
分
が
県
級
以
下
で
支
出
さ
れ
て
い
る
こ
と
が
う
か
が
え
る（

（6
（

。

　

使
途
に
関
し
て
は
、
中
小
零
細
企
業
や
困
窮
者
へ
の
支
援
は
も
と
よ
り
、
医
療
衛
生
体
制
の
拡
充
、
県
・
郷
級
政
府
の
経
費
補
填

な
ど
に
も
あ
て
ら
れ
た
と
さ
れ
る
。
例
え
ば
、
湖
北
省
武
漢
市
で
は
一
一
も
の
中
核
病
院
の
増
設
や
基
層
レ
ベ
ル
の
医
療
衛
生
体
制

拡
充
に
四
七
・
二
六
億
元
が
支
給
さ
れ
、
雲
南
省
で
は
一
八
四
・
二
億
元
が
省
内
で
の
財
政
移
転
拡
充
に
回
さ
れ
た
と
、
財
政
部
の

担
当
者
に
よ
っ
て
明
ら
か
に
さ
れ
た（

（6
（

。
同
様
に
、
広
東
省
財
政
庁
の
二
〇
二
〇
年
度
決
算
報
告
に
よ
る
と
、
二
〇
二
〇
年
に
直
達
資

金
と
し
て
七
八
二
・
四
七
億
元
が
支
給
さ
れ
、
七
・
六
二
万
社
に
の
ぼ
る
中
小
零
細
企
業
や
、
延
べ
五
三
七
五
万
人
に
恩
恵
を
与
え

た
と
さ
れ
る（

（6
（

。

　

そ
の
後
、
二
〇
二
〇
年
一
〇
月
末
ま
で
に
ほ
と
ん
ど
の
資
金
が
下
達
さ
れ
る
と
同
時
に
、
次
年
度
に
は
中
央
か
ら
基
層
レ
ベ
ル
へ

の
直
達
資
金
を
恒
常
的
な
も
の
と
す
る
と
と
も
に
規
模
を
拡
大
さ
せ
る
こ
と
が
検
討
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
た（

（6
（

。
翌
二
〇
二
一
年
に
入

る
と
、
三
月
に
開
催
さ
れ
た
全
国
人
民
代
表
大
会
で
李
克
強
総
理
は
、
中
央
資
金
基
層
直
達
メ
カ
ニ
ズ
ム
の
活
用
を
恒
常
化
さ
せ
る

と
同
時
に
、
規
模
を
二
兆
八
〇
〇
〇
億
元
に
拡
大
す
る
と
の
方
針
を
打
ち
出
し
た（

（6
（

。
そ
れ
を
受
け
て
同
年
五
月
に
は
許
宏
才
財
政
部

副
部
長
か
ら
、
二
〇
二
一
年
の
中
央
資
金
基
層
直
達
メ
カ
ニ
ズ
ム
に
は
県
級
財
力
保
障
メ
カ
ニ
ズ
ム
資
金
を
含
む
二
七
項
目
の
財
政

移
転
資
金
が
組
み
込
ま
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
と
明
ら
か
に
さ
れ
た（

（7
（

。
一
方
、
経
済
的
に
比
較
的
豊
か
な
広
東
省
に
対
し
て
は
、
直
達

資
金
が
五
九
八
・
三
七
億
元
に
減
額
支
給
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
た（

（7
（

。

　

二
〇
二
二
年
に
入
っ
て
か
ら
も
、
三
月
に
開
催
さ
れ
た
全
国
人
民
代
表
大
会
に
お
い
て
李
克
強
総
理
が
、
中
央
か
ら
基
層
レ
ベ
ル

へ
の
直
達
資
金
の
さ
ら
な
る
拡
大
強
化
を
訴
え
た
こ
と
を
受
け
て（

（7
（

、
財
政
部
は
中
央
資
金
基
層
直
達
メ
カ
ニ
ズ
ム
を
常
態
化
さ
せ
る
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と
と
も
に
規
模
を
さ
ら
に
拡
大
す
る
方
針
を
打
ち
出
し
た（

（7
（

。

（
3
）
中
央
資
金
基
層
直
達
メ
カ
ニ
ズ
ム
の
諸
課
題

　

以
上
の
よ
う
に
、
鳴
り
物
入
り
で
開
始
さ
れ
た
中
央
資
金
基
層
直
達

メ
カ
ニ
ズ
ム
で
あ
る
が
、
実
際
に
は
そ
の
運
用
を
通
じ
て
様
々
な
課
題

が
明
ら
か
に
な
っ
た
。
ま
ず
挙
げ
ら
れ
る
の
は
、
財
政
移
転
全
体
に
対

す
る
影
響
の
限
定
性
で
あ
る
。
前
述
し
た
よ
う
に
、
中
央
資
金
基
層
直

達
メ
カ
ニ
ズ
ム
の
規
模
は
二
〇
二
〇
年
に
二
兆
元
、
二
〇
二
一
年
に
は

二
兆
八
〇
〇
〇
億
元
と
い
う
よ
う
に
拡
大
傾
向
に
あ
る
と
は
い
え
、
表

4
―
1
、
表
4
―
2
、
表
4
―
3
で
示
し
た
よ
う
に
、
中
央
か
ら
地
方

あ
る
い
は
地
方
内
で
の
財
政
移
転
資
金
全
体
に
占
め
る
規
模
と
い
う
観

点
か
ら
見
て
み
る
と
、
そ
の
影
響
は
限
定
的
な
も
の
で
あ
る
と
考
え
ら

れ
る
。

　

つ
ぎ
に
、
中
央
資
金
基
層
直
達
メ
カ
ニ
ズ
ム
で
は
中
央
の
資
金
を
基

層
レ
ベ
ル
に
ま
で
一
気
通
貫
に
届
け
る
と
は
い
え
、
従
来
通
り
中
央
→

省
級
→
地
級
→
県
級
→
郷
級
と
い
う
経
路
を
通
じ
て
支
給
さ
れ
る
こ
と

に
変
わ
り
は
な
い
た
め
、
こ
れ
ま
で
の
財
政
移
転
に
関
し
て
指
摘
さ
れ

て
き
た
資
金
の
遅
配
、
留
め
置
き
、
流
用
な
ど
と
い
っ
た
問
題
が
同
様

に
生
じ
て
い
る
。
例
え
ば
、
二
〇
二
〇
年
度
の
中
央
予
算
執
行
状
況
に

2018 年 2019 年 2020 年 2021 年 2022 年（暫定値）

一般性財政移転 38,722.06 66,798.16 69,459.86 74,826.90 82,138.92

特定項目財政移転 22,927.09 7,561.70 7,765.92 7,353.04 7,836.08

特殊財政移転 5,992.15

合計 61,649.15 74,359.86 83,217.93 82,215.94 89,975.00

表 4―1　中央から地方への財政移転（億元）

出典：�財政部による各年度の決算報告などをもとに筆者作成。なお、特殊財政移転は新型コロナ対
策のために 2020 年限定で実施されたものである。

2018 年 2019 年 2020 年 2021 年（暫定値）

総収入 7,577.63 7,509.57 8,285.71 6,571.85

中央からの収入 1,476.35（19.5％） 1,632.33（21.7％） 1,907.29（23.0％） 1,462.97（22.2％）

表 4―2　広東省の財政収入に占める中央からの資金の割合（億元）

出典：�広東省財政庁による各年度の決算報告などをもとに筆者作成。なお、カッコ内は総収入に
占める中央からの資金の割合を示す。
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対
す
る
監
査
報
告
の
中
で
は
、
中
央
資
金
基
層
直
達
メ
カ
ニ
ズ
ム
に
よ
っ
て
通
常
の
財
政
移
転
資
金
よ
り

も
格
段
に
早
く
確
実
に
資
金
が
行
き
渡
り
、
多
く
の
事
業
主
や
困
窮
者
を
救
済
す
る
こ
と
に
役
立
っ
た
と

評
価
が
な
さ
れ
る
一
方
で
、
遅
配
や
留
め
置
き
、
詐
取
、
流
用
さ
れ
た
資
金
が
三
九
一
・
五
三
億
元
に
も

の
ぼ
っ
た
こ
と
が
判
明
し
た
と
指
摘
さ
れ
た（

（7
（

。
審
計
署
財
政
審
計
司
司
長
の
魏
強
も
、
二
〇
二
〇
年
に
支

給
さ
れ
た
直
達
資
金
に
つ
い
て
の
監
査
に
基
づ
き
、
資
金
の
遅
配
や
留
め
置
き
を
は
じ
め
、
債
務
返
済
、

企
業
や
投
資
の
誘
致
な
ど
に
流
用
・
詐
取
さ
れ
た
り
す
る
な
ど
の
問
題
が
生
じ
た
と
明
ら
か
に
し
た（

（7
（

。
同

様
に
、
広
東
省
人
民
代
表
大
会
財
政
経
済
委
員
会
か
ら
は
、
広
東
省
へ
支
給
さ
れ
た
直
達
資
金
の
扱
い
に

関
し
て
、
無
計
画
な
給
付
、
遅
配
や
留
め
置
き
、
流
用
な
ど
の
問
題
が
あ
っ
た
と
指
摘
さ
れ
た（

（7
（

。
例
え
ば
、

二
〇
二
〇
年
に
中
央
か
ら
広
東
省
に
支
給
さ
れ
た
直
達
資
金
七
八
二
・
四
七
億
元
の
う
ち
、
三
八
・
四
四

億
元
に
遅
配
や
留
め
置
き
、
詐
取
・
流
用
、
不
正
受
給
な
ど
の
問
題
が
生
じ
て
い
た
と
さ
れ
る（

（7
（

。
そ
の
ほ

か
に
も
、
二
〇
二
一
年
以
降
、
直
達
資
金
の
金
額
と
範
囲
が
拡
大
す
る
一
方
で
、
そ
れ
に
と
も
な
い
関
連

す
る
政
府
部
門
が
増
え
る
こ
と
に
よ
り
、
部
門
間
の
調
整
が
難
航
す
る
と
と
も
に
、
管
理
も
複
雑
化
す
る

と
い
っ
た
問
題
が
指
摘
さ
れ
た（

（7
（

。

　

以
上
の
よ
う
に
、
二
〇
二
〇
年
か
ら
鳴
り
物
入
り
で
中
央
資
金
基
層
直
達
メ
カ
ニ
ズ
ム
が
運
用
さ
れ
始

め
た
も
の
の
、
そ
の
後
も
依
然
と
し
て
、
各
地
方
で
財
政
移
転
資
金
や
財
政
資
金
の
使
途
な
ど
を
め
ぐ
っ

て
様
々
な
問
題
が
生
じ
て
い
た
こ
と
が
、
二
〇
二
一
年
に
行
わ
れ
た
各
種
調
査
に
よ
っ
て
明
ら
か
に
な
っ

た
。
例
え
ば
、
二
〇
二
一
年
九
月
に
国
務
院
辨
公
庁
督
査
室
が
北
京
市
、
天
津
市
、
河
北
省
、
山
西
省
、

内
モ
ン
ゴ
ル
自
治
区
、
遼
寧
省
、
吉
林
省
、
安
徽
省
、
江
西
省
、
山
東
省
、
広
西
チ
ワ
ン
族
自
治
区
、
海

南
省
、
重
慶
市
、
四
川
省
、
貴
州
省
、
寧
夏
回
族
自
治
区
等
で
一
斉
に
行
っ
た
査
察
に
よ
っ
て
、
表
4
―

2018 年 2019 年 2020 年 2021 年（暫定値）

総支出 7,222.26 7,126.53 8,092.31 6,571.85

下級政府への支出 4,948.88（68.5％） 4,666.89（65.5％） 4,684.63（57.9％） 4,404.78（67.0％）

表 4―3　広東省の財政支出に占める下級政府への資金の割合（億元）

出典：�広東省財政庁による各年度の決算報告などをもとに筆者作成。なお、カッコ内は省から下
級政府に支出された資金の割合を示す。
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4
で
示
し
た
よ
う
に
、
中
央
か
ら
各
地
方
に
支
給
さ
れ
た
資
金
を
め
ぐ
っ
て
各
地
で

様
々
な
問
題
が
横
行
し
て
い
る
実
態
が
明
る
み
に
さ
れ
た（

（7
（

。

　

そ
れ
以
外
に
も
、
党
中
央
や
国
務
院
が
再
三
に
わ
た
り
、
多
く
の
債
務
を
抱
え
て
い

る
地
方
に
対
し
て
不
要
不
急
の
建
設
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
禁
止
を
厳
命
し
て
い
た
に
も
か
か

わ
ら
ず
、
青
海
省
、
寧
夏
回
族
自
治
区
、
貴
州
省
、
雲
南
省
な
ど
債
務
危
機
に
直
面
し

て
い
る
地
方
に
お
い
て
、
表
4
―
5
で
示
し
た
よ
う
に
、
依
然
と
し
て
財
政
資
金
を
支

出
し
て
不
要
不
急
の
建
設
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
が
実
施
さ
れ
て
い
た
実
態
が
公
表
さ
れ
た（

（8
（

。

五　

結　

語

　

冒
頭
で
指
摘
し
た
よ
う
に
、
中
国
の
行
政
階
層
は
中
央
以
下
、
省
級
―
地
級
―
県
級

―
郷
級
と
い
う
よ
う
に
世
界
的
に
も
稀
な
五
層
構
造
と
な
っ
て
い
る
。
こ
の
よ
う
な
行

政
階
層
の
多
さ
に
起
因
し
て
、
行
政
効
率
の
低
さ
や
財
政
負
担
の
偏
在
な
ど
の
問
題
が

生
じ
て
き
た
。
そ
こ
で
本
稿
で
は
、
こ
れ
ら
の
問
題
を
解
決
す
る
た
め
に
提
起
さ
れ
て

き
た
「
分
省
論
」
か
ら
業
務
分
担
・
支
出
責
任
改
革
お
よ
び
中
央
資
金
基
層
直
達
メ
カ

ニ
ズ
ム
に
至
る
議
論
や
施
策
を
考
察
す
る
こ
と
で
、
こ
れ
ま
で
取
り
組
ま
れ
て
き
た
試

み
の
成
果
と
課
題
を
明
ら
か
に
し
た
。

　

た
だ
し
、
業
務
分
担
・
支
出
責
任
改
革
や
中
央
資
金
基
層
直
達
メ
カ
ニ
ズ
ム
は
近
年

取
り
組
み
が
始
め
ら
れ
た
現
在
進
行
形
の
試
み
で
あ
る
が
ゆ
え
に
、
入
手
で
き
る
資
料

天津市：�住宅市場関連補助金 20 億元が下達されず留め置かれていたり、耕地開墾のための資金
13.58 億元がオフィスビル建設や企業・政府部門への貸出に流用されていた。

吉林省：�耕作地や住宅に関する補助金のうち前者は 6.4％、後者は 7.9％しか支出されていなかっ
た。

海南省：�医療サービス向上に関する補助金が 4.4％しか支出されておらず、同省儋州市では家畜の
出荷に関する奨励金が全く支出されていなかった。

内モンゴル自治区：�同自治区フフホト市賽罕区では旧市街の再開発に関する補助金 1.25 億元が主
として隠れ債務の利息返済に流用されていた。

山西省：�同省汾陽市では新型コロナウイルス対策のために支給された資金 2,000 万元が、建設プ
ロジェクトに流用されていた。

表 4―4　2021 年 9月に国務院辨公庁督査室が実施した査察で明らかになった不正の事例
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に
は
限
り
が
あ
る
の
は
も
と
よ
り
、
現
時
点
で
そ
の
成
否

を
判
断
す
る
の
は
時
期
尚
早
と
言
え
よ
う
。
ま
た
「
分
省

論
」
に
関
し
て
は
、
中
華
民
国
期
に
朝
野
を
挙
げ
て
盛
ん

に
議
論
が
行
わ
れ
、
蔣
介
石
ら
の
指
導
者
も
積
極
的
な
姿

勢
を
見
せ
て
い
た
が
、
中
華
人
民
共
和
国
成
立
以
降
は
棚

上
げ
に
さ
れ
て
き
て
お
り
、
一
九
八
〇
年
代
以
降
、「
分

省
論
」
を
再
評
価
す
る
動
き
が
出
て
き
た
も
の
の
、
現
在

政
権
内
部
で
ど
の
よ
う
な
検
討
が
な
さ
れ
て
い
る
の
か
は

不
明
な
点
が
多
い
。
た
だ
し
、
一
九
八
八
年
の
海
南
省
成

立
や
一
九
九
七
年
の
重
慶
直
轄
市
成
立
に
は
、「
分
省
論
」

で
提
起
さ
れ
た
議
論
が
多
少
な
り
と
も
反
映
さ
れ
て
い
る

と
考
え
ら
れ
る
こ
と
も
あ
り
、
今
後
「
分
省
論
」
に
基
づ

き
新
た
に
省
や
直
轄
市
が
設
立
さ
れ
る
の
か
注
目
さ
れ
る
。

　

行
政
効
率
の
向
上
や
財
政
負
担
偏
在
の
是
正
に
関
す
る

行
財
政
面
の
要
請
と
い
う
観
点
か
ら
は
、
現
行
の
省
級
行

政
区
を
分
割
す
る
と
と
も
に
地
方
行
政
階
層
を
減
ら
す
こ

と
が
望
ま
し
い
と
の
問
題
意
識
は
、
多
く
の
研
究
者
に
共

有
さ
れ
て
い
る
と
思
わ
れ
る（

（8
（

。
一
方
、
政
治
面
か
ら
の
要

請
で
む
し
ろ
現
行
の
地
方
行
政
階
層
を
固
定
化
ひ
い
て
は

１．�青海国際会議センター：青海省西寧市発展改革委員会が認可し、財政資金 22.77 億
元が使用された。

２．�青海省人材資源社会保障公共サービスセンター：青海省人材資源社会保障庁が主体
となって認可し、財政資金 2.4 億元が使用された。

３．�青海省勝利賓館：青海省財政庁が主体となって認可し、財政資金 8,966.45 万元が使
用された。

４．�寧夏閩寧会議センター：寧夏回族自治区銀川市党委員会・銀川市政府が主体となっ
て認可し、財政資金 5,500 万元が使用された。

５．�寧夏閩寧鎮酒店管理サービス職業技能訓練センター：寧夏回族自治区教育庁が認可
し、建設資金には全額財政資金があてられた。

６．�寧夏シルクロード真珠タワー：寧夏回族自治区銀川市が認可し、財政資金３億元が
使用された。

７．�貴州省遵宜市会議センター：貴州省遵宜市が認可し、財政資金約 6 億元が使用され
た。

８．�雲南省民主党派ビル・雲南中華職業教育社ビル：雲南省政府が認可し、財政資金
2.24 億元が使用された。

表 4―5　2021 年に明らかになった財政資金に関する不正の事例
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増
強
す
る
動
き
も
見
受
け
ら
れ
る
。
例
え
ば
前
述
し
た
よ
う
に
、「
省
直
管
県
」
の
試
み
に
対
し
て
既
得
権
を
脅
か
さ
れ
る
地
級
政

府
は
、
非
協
力
的
な
姿
勢
を
示
す
傾
向
が
あ
る
と
指
摘
さ
れ
て
お
り
、
さ
ら
に
近
年
で
は
、
こ
れ
ま
で
自
治
組
織
と
さ
れ
て
き
た
都

市
部
の
居
民
委
員
会
や
農
村
部
の
村
民
委
員
会
を
準
行
政
的
な
組
織
に
転
換
さ
せ
て
い
こ
う
と
い
う
方
向
性
も
強
ま
っ
て
い
る
。
こ

う
し
た
末
端
に
ま
で
支
配
を
浸
透
さ
せ
よ
う
と
す
る
政
治
面
か
ら
の
要
請
と
、
行
政
効
率
向
上
お
よ
び
財
政
負
担
偏
在
是
正
と
い
う

行
財
政
面
か
ら
の
要
請
と
の
葛
藤
を
克
服
し
て
、
中
国
が
地
方
行
政
階
層
の
多
さ
を
抜
本
的
に
解
消
し
て
い
け
る
の
か
否
か
、
今
後

も
引
き
続
き
研
究
を
進
め
て
い
き
た
い
。

（
1
）　

省
の
あ
り
方
を
め
ぐ
る
清
朝
末
期
か
ら
中
華
民
国
期
に
か
け
て
の
議
論
に
つ
い
て
は
、
張
文
範
主
編
『
中
国
省
制
』（
北
京
：
中
国

大
百
科
全
書
出
版
社
、
一
九
九
五
年
）
に
関
連
す
る
資
料
や
論
稿
が
数
多
く
収
録
さ
れ
て
い
て
包
括
的
な
理
解
に
資
す
る
。

（
2
）　
「
省
区
縮
小
運
動
」
に
つ
い
て
は
、
味
岡
徹
「
日
中
戦
争
時
期
に
お
け
る
蔣
介
石
の
省
区
縮
小
運
動
」（
姫
田
光
義
・
山
田
辰
雄
編

『
中
国
の
地
域
政
権
と
日
本
の
統
治
』
慶
應
義
塾
大
学
出
版
会
、
二
〇
〇
六
年
）
が
詳
し
い
。

（
3
）　

中
華
民
国
期
の
中
央
・
地
方
関
係
に
つ
い
て
は
、
金
子
肇
『
近
代
中
国
の
中
央
と
地
方
―
―
民
国
前
期
の
国
民
統
合
と
行
財
政
―

―
』（
汲
古
書
院
、
二
〇
〇
八
年
）
お
よ
び
横
山
英
編
『
中
国
の
近
代
化
と
地
方
政
治
』（
勁
草
書
房
、
一
九
八
五
年
）
が
参
考
に
な
る
。

（
4
）　

一
方
、
一
九
一
〇
年
代
末
か
ら
一
九
二
〇
年
代
前
半
に
か
け
て
は
、
主
に
南
部
の
諸
省
に
お
い
て
、
自
立
し
た
各
省
が
連
合
し
て
新

し
い
国
づ
く
り
を
目
指
す
「
聯
省
自
治
」
と
呼
ば
れ
る
動
き
も
盛
ん
に
な
っ
た
。「
聯
省
自
治
」
の
展
開
に
つ
い
て
は
、
塚
本
元
『
中
国

に
お
け
る
国
家
建
設
の
試
み
―
―
湖
南
一
九
一
九
―
一
九
二
一
―
―
』（
東
京
大
学
出
版
会
、
一
九
九
四
年
）
を
参
照
さ
れ
た
い
。

（
5
）　

前
掲
、
張
文
範
主
編
『
中
国
省
制
』、
六
四
二
頁
。

（
6
）　

同
右
、
三
三
〇
―
―
三
三
一
頁
。

（
7
）　

浦
善
新
『
中
国
行
政
区
劃
改
革
研
究
』
北
京
：
商
務
印
書
館
、
二
〇
〇
六
年
、
二
九
五
―
二
九
六
頁
。
前
掲
、
張
文
範
主
編
『
中
国

省
制
』、
六
三
八
―
六
四
〇
頁
。
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（
8
）　

前
掲
、
味
岡
徹
「
日
中
戦
争
時
期
に
お
け
る
蔣
介
石
の
省
区
縮
小
運
動
」、
二
六
―
二
七
頁
。

（
9
）　

同
右
、
三
二
―
三
四
頁
。

（
10
）　

同
右
、
一
一
七
頁
。

（
11
）　

前
掲
、
浦
善
新
『
中
国
行
政
区
劃
改
革
研
究
』、
二
九
六
頁
。

（
12
）　

浦
善
新
「
中
国
的
省
制
研
究
」、
前
掲
、
張
文
範
主
編
『
中
国
省
制
』、
八
八
―
九
一
頁
。

（
13
）　

劉
君
徳
・
舒
慶
「
中
国
行
政
経
済
運
行
與
省
地
級
行
政
区
劃
改
革
的
基
本
思
路
」、
前
掲
、
張
文
範
主
編
『
中
国
省
制
』、
一
一
三
頁
。

（
14
）　

一
九
八
五
年
に
三
峡
ダ
ム
建
設
構
想
と
関
連
し
て
、
四
川
省
と
湖
北
省
の
間
に
三
峡
省
を
設
立
す
る
案
が
提
起
さ
れ
た
も
の
の
、
翌

年
に
は
撤
回
さ
れ
て
い
た
（
賀
曲
夫
『
中
国
当
代
省
制
改
革
展
望
』
北
京
：
中
国
経
済
出
版
社
、
二
〇
一
一
年
、
一
二
二
―
一
二
四
頁
）。

（
15
）　

前
掲
、
浦
善
新
『
中
国
行
政
区
劃
改
革
研
究
』、
三
〇
七
頁
。

（
16
）　

前
掲
、
劉
君
徳
・
舒
慶
「
中
国
行
政
経
済
運
行
與
省
地
級
行
政
区
劃
改
革
的
基
本
思
路
」、
一
〇
九
頁
。

（
17
）　

県
級
以
下
の
財
政
逼
迫
と
不
動
産
バ
ブ
ル
の
関
係
に
つ
い
て
は
、
任
哲
『
中
国
の
土
地
政
治
―
―
中
央
の
政
策
と
地
方
政
治
』（
勁

草
書
房
、
二
〇
一
二
年
）
が
詳
し
い
。

（
18
）　

例
え
ば
、
任
哲
の
同
右
書
や
武
内
宏
樹
「
党
国
体
制
と
農
村
問
題
―
―
税
費
改
革
を
事
例
に
」（
加
茂
具
樹
ほ
か
編
著
『
党
国
体
制

の
現
在
―
変
容
す
る
社
会
と
中
国
共
産
党
の
適
応
』
慶
應
義
塾
大
学
出
版
会
、
二
〇
一
二
年
）
な
ど
を
参
照
さ
れ
た
い
。

（
19
）　

王
紹
光
と
胡
按
鋼
は
『
国
家
能
力
報
告
』（
遼
寧
人
民
出
版
社
、
一
九
九
三
年
）
に
お
い
て
、
分
税
制
導
入
の
正
当
性
を
主
張
し
た
。

な
お
、
分
税
制
導
入
に
至
る
政
治
過
程
に
つ
い
て
は
、
三
宅
康
之
「
分
税
制
改
革
導
入
の
政
治
過
程
（
一
九
九
三
年
）
の
再
検
討
」（『
国

際
学
研
究
』
第
一
巻
、
二
〇
一
二
年
三
月
）
が
詳
し
い
。

（
20
）　

銀
温
泉
・
孫
鳳
儀
『
中
央
與
地
方
財
政
事
権
和
支
出
責
任
劃
分
：
改
革
方
向
與
路
径
』
北
京
：
中
国
計
劃
出
版
社
、
二
〇
二
一
年
、

二
一
頁
。

（
21
）　

劉
海
英
『
地
方
政
府
間
財
政
関
係
研
究
』
北
京
：
中
国
財
政
経
済
出
版
社
、
二
〇
〇
六
年
、
二
―
三
頁
。

（
22
）　

韓
旭
・
涂
鋒
『
中
央
、
地
方
事
権
関
係
研
究
報
告
』
北
京
：
中
国
社
会
科
学
出
版
社
、
二
〇
一
五
年
、
八
三
頁
。

（
23
）　

前
掲
、
銀
温
泉
・
孫
鳳
儀
『
中
央
與
地
方
財
政
事
権
和
支
出
責
任
劃
分
：
改
革
方
向
與
路
径
』、
一
八
一
頁
。

（
24
）　

同
右
、
一
八
四
頁
。
前
掲
、
韓
旭
・
涂
鋒
『
中
央
、
地
方
事
権
関
係
研
究
報
告
』、
八
三
頁
。
後
述
す
る
業
務
分
担
・
支
出
責
任
改
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革
の
背
景
に
は
、
こ
の
よ
う
な
構
造
的
問
題
が
あ
っ
た
と
言
え
よ
う
。

（
25
）　
「
省
直
管
県
」
に
つ
い
て
は
、
王
雪
麗
『
中
国
〝
省
直
管
県
〟
体
制
改
革
研
究
』（
天
津
：
天
津
人
民
出
版
社
、
二
〇
一
三
年
）
が
詳

し
い
。

（
26
）　
「
省
直
管
県
」
の
試
み
と
そ
の
限
界
に
つ
い
て
は
、
佐
々
木
智
弘
「
県
レ
ベ
ル
の
経
済
発
展
と
管
理
体
制
」（
佐
々
木
智
弘
編
『
現
代

中
国
の
政
治
的
安
定
』
ア
ジ
ア
経
済
研
究
所
、
二
〇
〇
九
年
）
を
参
照
さ
れ
た
い
。

（
27
）　

雷
志
宇
『
中
国
県
郷
政
府
間
関
係
研
究
―
以
Ｔ
県
為
個
案
』
上
海
：
上
海
人
民
出
版
社
、
二
〇
一
一
年
、
一
一
四
頁
。

（
28
）　
「
央
地
財
政
権
責
劃
分
三
層
框
架
初
成
」、『
中
国
財
政
報
』
二
〇
二
〇
年
一
〇
月
一
三
日
。

（
29
）　

そ
れ
ら
に
は
義
務
教
育
、
学
生
支
援
、
就
業
サ
ー
ビ
ス
、
養
老
保
険
、
医
療
衛
生
、
生
活
保
護
、
住
宅
支
援
な
ど
に
関
す
る
業
務
が

含
ま
れ
る
。

（
30
）　

国
務
院
辨
公
庁
「
関
於
印
発
科
技
領
域
中
央
與
地
方
財
政
事
権
和
支
出
責
任
劃
分
改
革
方
案
的
通
報
」（
二
〇
一
九
年
五
月
二
二
日
）

国
辨
発
［
二
〇
一
九
］
二
六
号
、『
中
華
人
民
共
和
国
国
務
院
公
報
』（
以
下
、『
国
務
院
公
報
』
と
略
称
）
二
〇
一
九
年
第
一
七
号
。

（
31
）　

国
務
院
辨
公
庁
「
関
於
印
発
教
育
領
域
中
央
與
地
方
財
政
事
権
和
支
出
責
任
劃
分
改
革
方
案
的
通
報
」（
二
〇
一
九
年
五
月
二
四
日
）

国
辨
発
［
二
〇
一
九
］
二
七
号
、『
国
務
院
公
報
』
二
〇
一
九
年
第
一
七
号
。

（
32
）　

国
務
院
辨
公
庁
「
関
於
印
発
交
通
運
輸
領
域
中
央
與
地
方
財
政
事
権
和
支
出
責
任
劃
分
改
革
方
案
的
通
報
」（
二
〇
一
九
年
六
月
二

六
日
）
国
辨
発
［
二
〇
一
九
］
三
三
号
、『
国
務
院
公
報
』
二
〇
一
九
年
第
二
〇
号
。

（
33
）　

国
務
院
辨
公
庁
「
関
於
印
発
生
態
環
境
領
域
中
央
與
地
方
財
政
事
権
和
支
出
責
任
劃
分
改
革
方
案
的
通
報
」（
二
〇
二
〇
年
五
月
三

一
日
）
国
辨
発
［
二
〇
二
〇
］
一
三
号
、『
国
務
院
公
報
』
二
〇
二
〇
年
第
一
八
号
。

（
34
）　

国
務
院
辨
公
庁
「
関
於
印
発
公
共
文
化
領
域
中
央
與
地
方
財
政
事
権
和
支
出
責
任
劃
分
改
革
方
案
的
通
報
」（
二
〇
二
〇
年
六
月
四

日
）
国
辨
発
［
二
〇
二
〇
］
一
四
号
、『
国
務
院
公
報
』
二
〇
二
〇
年
第
一
九
号
。

（
35
）　

国
務
院
辨
公
庁
「
関
於
印
発
自
然
資
源
領
域
中
央
與
地
方
財
政
事
権
和
支
出
責
任
劃
分
改
革
方
案
的
通
報
」（
二
〇
二
〇
年
六
月
三

〇
日
）
国
辨
発
［
二
〇
二
〇
］
一
九
号
、『
国
務
院
公
報
』
二
〇
二
〇
年
第
二
一
号
。

（
36
）　

国
務
院
辨
公
庁
「
関
於
印
発
応
急
救
援
領
域
中
央
與
地
方
財
政
事
権
和
支
出
責
任
劃
分
改
革
方
案
的
通
報
」（
二
〇
二
〇
年
七
月
四

日
）
国
辨
発
［
二
〇
二
〇
］
二
二
号
、『
国
務
院
公
報
』
二
〇
二
〇
年
第
二
二
号
。



58

法学研究 96 巻 2 号（2023：2）

（
37
）　

広
東
省
人
民
政
府
辨
公
庁
「
関
於
印
発
基
本
公
共
服
務
領
域
省
級
與
市
県
共
同
財
政
事
権
和
支
出
責
任
劃
分
改
革
方
案
的
通
知
」

（
二
〇
一
八
年
一
二
月
二
九
日
）
粤
府
辨
［
二
〇
一
八
］
五
二
号
、『
広
東
省
人
民
政
府
公
報
』
二
〇
一
九
年
第
二
期
。

（
38
）　

広
東
省
人
民
政
府
辨
公
庁
「
関
於
印
発
広
東
省
医
療
衛
生
領
域
省
級
與
市
県
共
同
財
政
事
権
和
支
出
責
任
劃
分
改
革
方
案
的
通
知
」

（
二
〇
一
九
年
二
月
二
五
日
）
粤
府
辨
［
二
〇
一
九
］
五
号
、『
広
東
省
人
民
政
府
公
報
』
二
〇
一
九
年
第
八
期
。

（
39
）　

広
東
省
人
民
政
府
辨
公
庁
「
関
於
印
発
広
東
省
科
技
領
域
省
級
與
市
県
共
同
財
政
事
権
和
支
出
責
任
劃
分
改
革
方
案
的
通
知
」（
二

〇
一
九
年
一
〇
月
二
〇
日
）
粤
府
辨
［
二
〇
一
九
］
二
二
号
、『
広
東
省
人
民
政
府
公
報
』
二
〇
一
九
年
第
三
二
期
。

（
40
）　

広
東
省
人
民
政
府
辨
公
庁
「
関
於
印
発
広
東
省
教
育
領
域
省
級
與
市
県
共
同
財
政
事
権
和
支
出
責
任
劃
分
改
革
方
案
的
通
知
」（
二

〇
二
〇
年
六
月
三
日
）
粤
府
辨
［
二
〇
二
〇
］
一
一
号
、『
広
東
省
人
民
政
府
公
報
』
二
〇
二
〇
年
第
一
八
期
。

（
41
）　

広
東
省
人
民
政
府
辨
公
庁
「
関
於
印
発
広
東
省
交
通
運
輸
領
域
省
級
與
市
県
共
同
財
政
事
権
和
支
出
責
任
劃
分
改
革
方
案
的
通
知
」

（
二
〇
二
〇
年
七
月
二
九
日
）
粤
府
辨
［
二
〇
二
〇
］
一
七
号
、『
広
東
省
人
民
政
府
公
報
』
二
〇
二
〇
年
第
二
二
期
。

（
42
）　

国
務
院
辨
公
庁
「
関
於
進
一
歩
推
進
省
以
下
財
政
体
制
改
革
工
作
的
指
導
意
見
」（
二
〇
二
二
年
五
月
二
九
日
）
国
辨
発
［
二
〇
二

二
］
二
〇
号
、『
中
国
政
府
網
』〈w

w
w
.gov.cn

〉（
以
下
、
Ｕ
Ｒ
Ｌ
の
表
記
は
省
略
）。

（
43
）　

胡
澤
君
「
国
務
院
関
於
二
〇
一
八
年
度
中
央
預
算
執
行
和
其
他
財
政
収
支
的
審
計
工
作
報
告
」（
二
〇
一
九
年
六
月
二
六
日
）、『
全

国
人
民
代
表
大
会
常
務
委
員
会
公
報
』
二
〇
一
九
年
第
四
号
（
二
〇
一
九
年
七
月
一
五
日
）、
七
三
一
頁
。

（
44
）　

胡
澤
君
「
国
務
院
関
於
二
〇
二
〇
年
度
中
央
預
算
執
行
和
其
他
財
政
収
支
的
審
計
工
作
報
告
」（
二
〇
二
一
年
六
月
七
日
）、『
全
国

人
民
代
表
常
務
委
員
会
公
報
』
二
〇
二
一
年
第
五
号
（
二
〇
二
一
年
七
月
一
五
日
）、
一
〇
九
〇
頁
。

（
45
）　

前
掲
、
銀
温
泉
・
孫
鳳
儀
『
中
央
與
地
方
財
政
事
権
和
支
出
責
任
劃
分
：
改
革
方
向
與
路
径
』、
一
七
九
頁
。

（
46
）　

同
右
、
一
八
一
頁
。

（
47
）　

前
掲
、
胡
澤
君
「
国
務
院
関
於
二
〇
二
〇
年
度
中
央
預
算
執
行
和
其
他
財
政
収
支
的
審
計
工
作
報
告
」、
一
〇
八
二
頁
。

（
48
）　

前
掲
、
韓
旭
・
涂
鋒
『
中
央
、
地
方
事
権
関
係
研
究
報
告
』、
八
一
頁
。

（
49
）　

戴
遠
龍
「
関
於
広
東
省
二
〇
二
〇
年
省
級
決
算
草
案
的
報
告
」（
二
〇
二
一
年
七
月
二
九
日
）、『
広
東
省
人
民
代
表
大
会
常
務
委
員

会
公
報
』
二
〇
二
一
年
第
六
号
（
二
〇
二
一
年
九
月
六
日
）、
一
二
六
頁
。

（
50
）　

潘
江
「
関
於
広
東
省
二
〇
二
〇
年
省
級
決
算
草
案
的
審
査
結
果
報
告
」（
二
〇
二
一
年
七
月
二
九
日
）、『
広
東
省
人
民
代
表
大
会
常
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務
委
員
会
公
報
』
二
〇
二
一
年
第
六
号
（
二
〇
二
一
年
九
月
六
日
）、
一
二
九
頁
。

（
51
）　

こ
れ
ら
の
問
題
に
つ
い
て
は
、
磯
部
靖
『
中
国　

統
治
の
ジ
レ
ン
マ
―
中
央
・
地
方
関
係
の
変
容
と
未
完
の
再
集
権
』（
慶
應
義
塾

大
学
法
学
研
究
会
、
二
〇
一
九
年
、
第
五
章
）
を
参
照
さ
れ
た
い
。
な
お
、
基
層
レ
ベ
ル
の
資
金
不
足
を
補
う
た
め
に
導
入
さ
れ
た
県
級

基
本
財
力
保
障
メ
カ
ニ
ズ
ム
も
、
財
政
移
転
に
組
み
込
ま
れ
て
い
る
た
め
同
様
の
問
題
が
生
じ
て
い
る
。

（
52
）　

胡
澤
君
「
国
務
院
関
於
二
〇
一
九
年
度
中
央
預
算
執
行
和
其
他
財
政
収
支
的
審
計
工
作
報
告
」（
二
〇
二
〇
年
六
月
一
八
日
）、『
全

国
人
民
代
表
常
務
委
員
会
公
報
』
二
〇
二
〇
年
第
三
号
（
二
〇
二
〇
年
八
月
一
五
日
）、
五
八
〇
頁
。

（
53
）　

同
右
、
五
八
〇
頁
。

（
54
）　

前
掲
、
韓
旭
・
涂
鋒
『
中
央
、
地
方
事
権
関
係
研
究
報
告
』、
八
〇
頁
。

（
55
）　

前
掲
、
劉
海
英
『
地
方
政
府
間
財
政
関
係
研
究
』、
七
九
頁
。

（
56
）　

前
掲
、
銀
温
泉
・
孫
鳳
儀
『
中
央
與
地
方
財
政
事
権
和
支
出
責
任
劃
分
：
改
革
方
向
與
路
径
』、
一
八
六
頁
。

（
57
）　

前
掲
、
胡
澤
君
「
国
務
院
関
於
二
〇
二
〇
年
度
中
央
預
算
執
行
和
其
他
財
政
収
支
的
審
計
工
作
報
告
」、
一
〇
八
二
頁
。

（
58
）　

前
掲
、
銀
温
泉
・
孫
鳳
儀
『
中
央
與
地
方
財
政
事
権
和
支
出
責
任
劃
分
：
改
革
方
向
與
路
径
』、
一
八
五
頁
。

（
59
）　

劉
昆
「
国
務
院
関
於
二
〇
一
八
年
中
央
決
算
的
報
告
」（
二
〇
一
九
年
六
月
二
六
日
）、『
全
国
人
民
代
表
大
会
常
務
委
員
会
公
報
』

二
〇
一
九
年
第
四
号
（
二
〇
一
九
年
七
月
一
五
日
）、
七
〇
九
頁
。

（
60
）　

李
克
強
「
政
府
工
作
報
告
」（
二
〇
二
〇
年
五
月
二
二
日
）、『
全
国
人
民
代
表
大
会
常
務
委
員
会
公
報
』
二
〇
二
〇
年
第
二
号
（
二

〇
二
〇
年
六
月
一
五
日
）、
二
九
二
―
三
〇
二
頁
。

（
61
）　

財
政
部
新
聞
辨
公
室
「
建
立
特
殊
轉
移
支
付
機
制
国
務
院
政
策
例
行
吹
風
会
文
字
実
録
」（
二
〇
二
〇
年
六
月
一
二
日
）、『
中
国
政

府
網
』。

（
62
）　

財
政
部
新
聞
辨
公
室
「
介
紹
新
増
財
政
資
金
直
達
市
県
基
層
工
作
進
展
有
関
情
況
国
務
院
政
策
例
行
吹
風
会
文
字
実
録
」（
二
〇
二

〇
年
八
月
二
六
日
）、『
中
国
政
府
網
』。

（
63
）　
「
確
保
直
達
資
金
〝
一
竿
子
挿
到
底
〟」、『
中
国
財
政
報
』
二
〇
二
〇
年
一
一
月
二
七
日
。

（
64
）　

劉
昆
「
国
務
院
関
於
二
〇
二
〇
年
中
央
決
算
的
報
告
」（
二
〇
二
一
年
六
月
七
日
）、『
全
国
人
民
代
表
大
会
常
務
委
員
会
公
報
』
二

〇
二
一
年
第
五
号
（
二
〇
二
一
年
七
月
一
五
日
）、
一
〇
七
七
頁
。
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（
65
）　
「
国
新
辨
吹
風
会
介
紹
新
増
財
政
資
金
直
達
市
県
進
展
―
譲
直
達
資
金
〝
一
竿
子
挿
到
底
〟」、『
経
済
日
報
』
二
〇
二
〇
年
八
月
二
七

日
。

（
66
）　

前
掲
、
財
政
部
新
聞
辨
公
室
「
介
紹
新
増
財
政
資
金
直
達
市
県
基
層
工
作
進
展
有
関
情
況
国
務
院
政
策
例
行
吹
風
会
文
字
実
録
」。

（
67
）　

前
掲
、
戴
遠
龍
「
関
於
広
東
省
二
〇
二
〇
年
省
級
決
算
草
案
的
報
告
」、
一
一
八
―
一
一
九
頁
。

（
68
）　
「
財
政
資
金
直
達
機
制
相
関
工
作
穏
歩
推
進
，
政
策
効
果
逐
歩
顕
現
」、『
中
国
財
政
報
』
二
〇
二
〇
年
一
一
月
一
三
日
。

（
69
）　

李
克
強
「
政
府
工
作
報
告
」（
二
〇
二
一
年
三
月
五
日
）、『
全
国
人
民
代
表
大
会
常
務
委
員
会
公
報
』
二
〇
二
一
年
第
三
号
（
二
〇

二
一
年
四
月
一
五
日
）、
四
一
四
―
四
二
七
頁
。

（
70
）　

財
政
部
新
聞
辨
公
室
「
常
態
化
財
政
資
金
直
達
機
制
国
務
院
政
策
例
行
吹
風
会
文
字
実
録
」（
二
〇
二
一
年
五
月
二
一
日
）、『
中
国

政
府
網
』。「
惠
企
利
民
暖
万
家
―
今
年
以
来
実
施
常
態
化
財
政
資
金
直
達
機
制
調
査
」、『
中
国
財
政
報
』
二
〇
二
一
年
六
月
一
六
日
。

（
71
）　

戴
遠
龍
「
関
於
広
東
省
二
〇
二
一
年
上
半
年
預
算
執
行
情
況
的
報
告
」（
二
〇
二
一
年
七
月
二
九
日
）、『
広
東
省
人
民
代
表
大
会
常

務
委
員
会
公
報
』
二
〇
二
一
年
第
六
号
（
二
〇
二
一
年
九
月
六
日
）、
一
五
六
頁
。

（
72
）　

李
克
強
「
政
府
工
作
報
告
」（
二
〇
二
二
年
三
月
五
日
）、『
全
国
人
民
代
表
大
会
常
務
委
員
会
公
報
』
二
〇
二
二
年
第
二
号
（
二
〇

二
二
年
三
月
三
一
日
）、
三
一
八
―
三
三
一
頁
。

（
73
）　

財
政
部
「
関
於
二
〇
二
一
年
中
央
和
地
方
預
算
執
行
情
況
與
二
〇
二
二
年
中
央
和
地
方
預
算
草
案
的
報
告
」（
二
〇
二
二
年
三
月
五

日
）、『
全
国
人
民
代
表
大
会
常
務
委
員
会
公
報
』
二
〇
二
二
年
第
二
号
（
二
〇
二
二
年
三
月
三
一
日
）、
三
七
三
頁
。

（
74
）　

前
掲
、
胡
澤
君
「
国
務
院
関
於
二
〇
二
〇
年
度
中
央
預
算
執
行
和
其
他
財
政
収
支
的
審
計
工
作
報
告
」、
一
〇
八
五
頁
。

（
75
）　

前
掲
、
財
政
部
新
聞
辨
公
室
「
常
態
化
財
政
資
金
直
達
機
制
国
務
院
政
策
例
行
吹
風
会
文
字
実
録
」。

（
76
）　

前
掲
、
潘
江
「
関
於
広
東
省
二
〇
二
〇
年
省
級
決
算
草
案
的
審
査
結
果
報
告
」、
一
二
八
頁
。

（
77
）　

黄
建
勲
「
関
於
広
東
省
二
〇
二
〇
年
度
省
級
預
算
執
行
和
其
他
財
政
収
支
的
審
計
工
作
報
告
」（
二
〇
二
一
年
七
月
二
九
日
）、『
広

東
省
人
民
代
表
大
会
常
務
委
員
会
公
報
』
二
〇
二
一
年
第
六
号
（
二
〇
二
一
年
九
月
六
日
）、
一
三
九
―
一
四
〇
頁
。

（
78
）　
「
二
・
八
億
元
！
常
態
化
機
制
如
何
落
地
―
広
東
、
湖
北
、
陝
西
等
地
財
政
直
達
資
金
使
用
管
理
情
況
調
査
」、『
経
済
日
報
』
二
〇

二
一
年
六
月
二
三
日
。

（
79
）　
「
関
於
国
務
院
第
八
次
大
督
査
発
現
部
分
地
方
和
単
位
貫
徹
落
実
党
中
央
、
国
務
院
決
策
部
署
不
到
位
典
型
問
題
的
通
報
」（
二
〇
二
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一
年
一
一
月
一
八
日
）、『
中
国
政
府
網
』。

（
80
）　

国
務
院
辨
公
庁
「
関
於
部
分
債
務
沈
重
地
区
違
規
興
建
楼
堂
館
所
問
題
的
通
報
」（
二
〇
二
一
年
一
〇
月
二
三
日
）、『
中
国
政
府
網
』。

（
81
）　

例
え
ば
、
前
掲
、
劉
海
英
『
地
方
政
府
間
財
政
関
係
研
究
』。
前
掲
、
韓
旭
・
涂
鋒
『
中
央
、
地
方
事
権
関
係
研
究
報
告
』。
前
掲
、

銀
温
泉
・
孫
鳳
儀
『
中
央
與
地
方
財
政
事
権
和
支
出
責
任
劃
分
：
改
革
方
向
與
路
径
』
な
ど
を
参
照
さ
れ
た
い
。
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